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日
付22.6/6 6/14 6/22
作
業
者
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本店所在地
設立
預金
貸出金
自己資本
店舗数
常勤役職員数

広島市中区富士見町1番17号
昭和28年4月
3,486億74百万円
2,354億70百万円	
172億14百万円	
24店舗（うち2出張所）	
319名

当 組 合 の 概 要  （令和4年3月31日現在） 

【本編】 【資料編】
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作
業
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渡辺 渡辺 渡辺

　皆さまには、日頃より広島県信用組合に対し、ご愛顧とご支援を賜りまして誠にありがとうござ

います。

　令和３年度は、昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症に翻弄された１年となりました。

国・地域により差はあるものの、日本国内ではワクチン接種が進み、経済活動もようやく動き出し

たところに、新たな変異株のオミクロン株が発生し、コロナ禍の本格的な収束の時期は、いまだ

見通せない状況にあります。県内においても、依然として中小企業・個人事業者の経営環境は

先行き不透明感が強い状況にあり、地域経済の立て直しは急務となっています。

　このような環境下において、当組合は「ウィズコロナ・ポストコロナにおけるお取引先支援の

徹底と経営基盤強化」を目的として、お客さまからの様々なご相談・資金繰り対応等に役職員

一同、全力で取り組んでまいりました。

　令和４年度は当組合にとって新中期経営計画の初年度にあたります。コロナの影響に加えて

ウクライナ情勢の悪化、半導体不足等の供給制約や原燃料価格高騰等、これまでにないほど

の厳しい社会経済環境下でのスタートとなりました。新中期経営計画は、過去からの延長線上

ではなく、目指すべき将来の姿を描き、その姿を実現していくための新たなスタートとしての３年

間というコンセプトで策定しました。「ケンシンは真剣に進化する～強固なビジネスモデルの構築

に向けて～」をメインテーマとして、お客さま・地域の幸せを実現できる、健全経営で広島に根

差した金融機関になれるよう、役職員一人ひとりが常に真剣に向き合い、経営を一層すぐれたも

のに進化させ、施策の着実な実現と達成を図り、地域社会・地域創生への貢献に引き続き取り

組んでまいります。

　これからも、地域とともに歩む身近で信頼される金融機関を目指してまいりますので、引き続き

格別のご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申しあげます。

　　　　　令和４年６月

ご あ い さ つ
T o p   M e s s a g e

理事長　深山 春幸

理事長 深山春幸
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ケ ン シ ン の 経 営 理 念 ・ 経 営 方 針

「信用組合とは」
　「相互扶助」を理念とし、地元の中小企業者や住民の皆さまがお互いに支え合い、夢を
かなえるために、一人ひとりが預金しあい、必要な時に適切な審査のもとに融資すること
を使命とする「中小企業等協同組合法」に基づく協同組合組織の金融機関です。株式会
社が、株主のために最大利益の追求を目的としているのに対して、協同組合である当組
合は、適正な利益と組合員の発展に貢献することを目的とする金融機関です。

「経営理念」
　当組合は、相互扶助の精神にもとづき、組合員の繁栄および地域社会の発展のため、健
全経営に徹するとともに、良質な金融サービスの提供に努め、身近で頼られる「ケンシン」
を目指します。
　この実現のため、役職員一人ひとりが、「三愛主義」を信条として実践してまいります。

一、組合を愛す
一、組合員を愛す
一、自己を愛す

三愛主義

協同組織たる組合を愛し、それを健全に育成して
行くことは、構成員でありお客さまである組合員
を愛すことによって実現され、その組合員の繁栄
に奉仕するためには、自己を愛し、自らの資質・能
力を高めていく志が必要であることを「三愛主義」
としてあらわしています。

「経営方針」
1 健全経営に徹することにより、中小零細事業者および勤労者の金融の円滑化に努めます。
2 サービス向上に努め、地域経済、社会、生活、文化の健全な発展に貢献します。
3 誠実・公正な行動により、お客さまからの信頼の確保に努めます。
4 お客さまおよび地域社会とのコミュニケーションを重視し、開かれた経営を実践します。
5  構造改善を積極的に推進し、資産の健全性と経営体質の強化を図り、地域における存在

感と信頼感を確固たるものとすべく努力します。

ケンシンのシンボルマーク　ひまわり
炎天下の大空に向かい、大きく、たくましく咲く

「ひまわり」のようにケンシンの発展を期待し
て、ひまわりが採用されています。

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE3
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ケンシンの歩み

昭和20年 昭和27年 松永地方信用組合（松永信用組合）、熊野信用組合（安芸信用組合）、
五日市信用組合、因島信用組合 設立

昭和28年 4月 広島県厚生信用組合 設立
昭和30年
昭和40年 昭和47年 4月 安芸信用組合・五日市信用組合と合併

広島県中央信用組合 発足
昭和48年 4月 松永信用組合と合併　

昭和50年 昭和50年 9月 シンボルマーク「ひまわり」制定
昭和52年 7月 本店を富士見町に移転
昭和58年 3月（財）けんしん育英文化振興財団 設立

（現在名称 一般財団法人ケンシン地域振興財団）
昭和59年 4月 広島県信用組合（略称ケンシン）に名称変更

昭和60年
平成元年 平成4年 3月 因島信用組合と合併

平成10年 平成16年 5月 セブン銀行（セブン-イレブンATM）と契約締結

平成20年 平成20年 5月 サンフレッチェ広島とスポンサー契約締結
平成22年 4月 インターネットバンキング取扱開始

4月 廿日市支店 新店舗開設
11月 福山支店 移設

平成23年 7月 庚午支店 開設
平成24年 5月 両備信用組合と業務提携

10月 西部地区 保存文書管理センター 開設

平成25年 平成25年 9月 因島支店 移設
11月 五日市北支店 開設

平成27年 3月 五日市支店 新築
6月 ケンシン経営塾 開講

平成28年 3月 三原支店 新築移転
12月 海田支店 新築移転

平成29年 4月 東広島支店 新店舗開設
10月 広島駅前支店 改装
12月 舟入支店 新築移転

平成30年 平成30年 3月 可部虹山支店 改装
9月 熊野支店 新築移転

令 和 元 年 令和元年 5月 信用組合全国共同オンラインシステムへ移行
7月 西熊野支店 新築

令和3年 6月 本店隣地にお客さま用駐車場整備
令和4年 4月 福山東支店 新築

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE 4
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お客さま 預金積金

ケンシン貸出金

組合員数 67,314人
年間377人増加

3,486億74百万円
前期比 100億54百万円増加

前期比 2.96％増加

常勤役職員数 319人
店舗数 24店舗

【令和3年度実績】
当期純利益 6億55百万円

自己資本比率 8.19％

2,354億70百万円
前期比 111億15百万円増加

前期比 4.95％増加

地域社会
広島県全域

本
　
　編 

地域とともに歩むケンシン
ちかくにいるから、チカラになれる

貸出金
（地域への資金供給の状況）

お客さまのさまざまな資金ニー
ズにお応えするとともに、円滑
な資金供給による地域社会へ
の還元で、豊かな暮らしづくり
と、事業の発展の実現をお手伝
いしていきます。

令和3年度：中小事業者や個人の皆さまの幅広い資金ニーズに対し、的確・迅速にお応えし、運転資金や設備資金など
の事業性のご融資や、個人向けの住宅資金などにも積極的に対応してまいりました。
法人・事業者等	 1,750億69百万円（前期比+74億21百万円）
個人	 563億54百万円（前期比+40億78百万円）

［業績トピックス］

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE5
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本
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損益
収益面では、貸出金利息が前期比1億1百万円増加の50億13百万円、役務収益が前期比2百万円
増加の4億12百万円となる一方で、有価証券利息配当金が前期比21百万円減少の2億89百万円と
なり、経常収益では、前期比2億70百万円増加の61億44百万円となりました。費用面では、預金
利息などの資金調達費用が前期比21百万円減少の4億34百万円、物件費が前期比74百万円減少の
9億90百万円となりましたが、与信関連費用全体で前期比1億33百万円増加の9億71百万円とな
り、経常費用では前期比2億63百万円増加の51億6百万円となりました。
この結果、コア業務純益は前期比1億55百万円増加の20億93百万円となりました。また、業務純
益は2億10百万円増加の20億94百万円、経常利益は前期比7百万円増加の10億37百万円、当期純
利益は20百万円増加の6億55百万円となりました。

出資金と自己資本
普通出資金が前期比4百万円減少し75億14百万円、その他の出資金を加えた出資金合計額は78億
74百万円となりました。
純資産は、前期比2億75百万円増加の172億14百万円となり、自己資本比率は、前期比0.15ポイ
ント低下の8.19%となりました。

預金積金
（地域からの資金調達の状況）

地域のスポーツ振興を目的とした「サンフレッチェ広島応援定期
預金」や、地域活性化応援商品「ふるさと応援定期預金　Let's
“碁（Go!）”」、子育て支援積金「ひだまり定期積金」を販売する
など、お客さまの堅実な資産づくりのお手伝いをさせていただけ
るよう、預金商品やサービスの充実に力を入れています。

令和3年度：キャンペーン商品の取扱いによる定期性預金増加に加え、流動性預金も増加いたしま
した。

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE 6
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主 要 計 数 の 状 況

経営指標の推移
　　　　　　　　　　年  度
 区  分

平成29年度
30年3月末

平成30年度
31年3月末

令和元年度
2年3月末

令和2年度
3年3月末

令和3年度
4年3月末

経 常 収 益 5,775 5,725 5,908 5,873 6,144
業 務 純 益 1,630 2,272 1,511 1,884 2,094
コ ア 業 務 純 益 1,938 1,716 1,723 1,938 2,093
経 常 利 益 905 961 686 1,030 1,037
当 期 純 利 益 518 798 314 635 655
預 金 積 金 残 高 304,364 307,277 313,900 338,620 348,674
貸 出 金 残 高 197,590 198,469 206,292 224,354 235,470
有 価 証 券 残 高 49,388 47,276 45,361 46,262 44,540
総 資 産 額 342,643 349,654 356,404 372,104 374,272
純 資 産 額 15,397 16,111 16,232 16,748 17,022
自己資本比率（単体） 8.22% 8.19% 8.19% 8.35% 8.19%
組 合 員 数 62,726 人 64,130 人 65,888 人 66,937 人 67,314 人
普 通 出 資 総 額 7,048 7,118 7,447 7,518 7,514
普 通 出 資 総 口 数 14,096,781 口 14,236,580 口 14,895,315 口 15,037,702 口 15,028,722 口
普 通 出 資に対 する配 当 金 175 178 185 190 191
職 員 数 278 人 284 人 295 人 300 人 311 人

 1. 残高計数は、期末日現在のものであり、総資産額には、債務保証見返は含んでおりません。
 2. 純資産額は、純資産の部から配当金等の外部流出額を除いております。

（金額単位：百万円）

（ 注 ）
　

■預金残高の推移 ■経常収益の推移■貸出金残高の推移

■コア業務純益の推移 ■当期純利益の推移 ■自己資本比率（単体）の推移
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日
付22.6/6 6/9 6/14 6/16 6/22 6/22② 6/24
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

本
　
　編	

新中期経営計画（令和4年度〜令和6年度	3年間）

　コロナ禍という未曾有の事態が発生するなど、これまで起きなかったことが起こりうるということも踏まえ、これから
の環境変化に対し、過去からの延長線上ではなく、目指すべき将来の姿を描き、その姿を実現していくための3年間とい
う位置づけにより、令和4年度をスタート年度とする中期経営計画を策定いたしました。将来に向かっての新たなスター
トとして、「新中期経営計画」としております。
　本計画のメインテーマは、「ケンシンは真剣に進化する～強固なビジネスモデルの構築に向けて～」とし、常に必要な
ことに対して、役職員一人ひとりが真剣に向き合い、経営を一層すぐれたものに進化させていくという姿勢を表現してお
ります。

ケンシンは真剣に進化する
～強固なビジネスモデルの構築に向けて～

経営ビジョンの実現に向け、ビジネスモデルを中心とした
施策・態勢づくりに取り組んでいく

ビジネスモデルの進化…
・営業戦略構築と収益力強化
・融資審査と融資先管理体制の構築
・事業先支援の充実
・自己資本の充実

❶

ビジネスモデルのための
骨組みの進化…

・業務効率化の推進
・リスク管理の強化
・顧客サービスの充実
・経営インフラ整備、デジタル化への対応
・SDGsの推進
・法令等遵守態勢の強化

❷

ビジネスモデルのための
土台の進化＝人づくりの進化…

・人材育成の仕組みづくり
・人事制度、業績評価の仕組みづくり❸

お客さま・地域の幸せを実現できる、
健全経営で広島に根差した金融機関を目指す

組合員の繁栄および地域社会の発展

本中計施策体系

経営ビジョン

経営理念

メインテーマ
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日
付22.6/6 6/9 6/15 6/16 6/22
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

本
　
　編	

地 域 活 性 化 へ の 取 り 組 み

　新型コロナウイルスに関する「融資相談窓口」の設置お
よび「対応特別融資」の取扱いを行い、必要な資金や返済
条件の変更などに関する相談などに対応しております。

■金融支援

　営業店内の窓等の開閉による換気、出入り口へのアル
コール消毒液の配置、窓口・相談カウンターには飛沫防止
スクリーンを設置するなどの対応を行っております。また、
職員への毎日の検温などの健康管理、マスク着用、手洗
い、うがいを励行する等、お客さまにとって安心してご利
用いただける営業店作りに努めております。

■感染防止・予防の取り組み

　信組業界のクラウドファンディング（MOTTAINAIみら
い）を活用し、お取引先事業者さまが生産・提供する魅力
あふれる良い商品やサービスを全国にお伝えすることで
新しいアイデアや挑戦を実現させるお手伝いをしており
ます。

■クラウドファンディング

　お取引先女性からの電話に対し、適切な対応により、福
山市役所職員を騙った特殊詐欺被害を未然に防止した事
に対して、松永支店の職員が福山西警察署長から感謝状
を授与されました。

■特殊詐欺防止

　令和３年11月、三原警察署のご協力のもと三原支店に
て、令和３年12月、東広島警察署のご協力のもと東広島
支店にて、「防犯訓練」を実施いたしました。

■防犯訓練

　令和４年４月、福山東支店が新築建替オープンしまし
た。舟入支店に続く２店目となる環境負荷の少ない木造
建築を採用しております。また、浸水対策の防水板、環境
対応のLED照明、省エネ空調機器も設置するなど、環境に
配慮した建物となっております。

■福山東支店新築建替オープン
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日
付22.6/6 6/9 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

本
　
　編	地域スポーツ振興事業

○「サンフレッチェ広島応援定期預金」の販売、
　サンフレッチェ通帳・キャッシュカードの取り扱い
　平成20年6月から、地域スポーツ振興を目的として、「サンフ
レッチェ広島応援定期預金」を販売しています。
　この定期預金は、Ｊ1リーグ公式戦の順位に応じて特約金利
を適用し、さらに抽選でサンフレッチェグッズをプレゼントする
特典のついた定期預金です。また、サンフレッチェ預金通帳・
キャッシュカードの取り扱いも行っております。

■サッカーチーム「サンフレッチェ広島」のサポート

「©2021Ｓ.ＦＣ」「©2021Ｓ.ＦＣ」 「©2021Ｓ.ＦＣ」「©2021Ｓ.ＦＣ」

○サンフレッチェ広島	広島県信用組合DAY
　令和3年6月19日に、「第13回広島県信用組合DAY」が開催されました。
　柏レイソルと対戦し、1対0で勝利を飾りました。

○サンフレッチェ広島への
　「チーム強化資金贈呈式」の開催
　当組合では、チームの強化・育成に役立てて頂くため、
「サンフレッチェ広島応援定期預金」の残高に応じたチー
ム強化費を、サンフレッチェ広島に贈呈しております。
　令和4年2月16日、本店において、㈱サンフレッチェ広
島の仙田信吾代表取締役社長、森﨑和幸クラブ・リレー
ションズ・マネージャー、森﨑浩司アンバサダーをお招き
し、「チーム強化費贈呈式」が開かれました。 「©2022Ｓ.ＦＣ」「©2022Ｓ.ＦＣ」

社会貢献事業

　「しんくみの日週間」における社会貢献活動として、令和３年９月３日
に献血運動を実施いたしました。
　広島県赤十字血液センターのご協力により、本店ビル駐車場にて
行われ、多くの役職員が参加いたしました。

■献血活動
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日
付22.6/6 6/15 6/16 6/22 6/22② 6/24
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

本
　
　編	

地 域 活 性 化 へ の 取 り 組 み

文化事業

　創立30周年記念事業として昭和58年に設立されて以来、「芸術文化に関する
諸活動および調査研究に対する表彰事業」として県民文化奨励賞を贈呈すると
ともに、「奨学金の貸与事業」を行っております。	
　令和3年12月、地域の文化活動の発展に功績のあった、声楽家の折河宏治
氏、漆芸作家の田代昭夫氏に「第37回　県民文化奨励賞」を贈呈いたしました。

■一般財団法人	ケンシン地域振興財団

折河　宏治	氏 田代　昭夫	氏

　令和3年12月19日、中国新聞社本社に
て「ケンシン」クリスマスこども囲碁大会が
開催されました。

○クリスマスこども囲碁大会開催

　令和4年3月23日、尾道支店にて広島県立尾道商業高
等学校2年生を対象としたインターンシップを行いました。

○インターンシップ開催

　令和2年11月から、FMみはらの「フォーライフレディオ
FMみはらイブニングスペシャル」に三原支店の職員が出
演し、当組合の宣伝や商品のご案内等を行っております。

○ラジオ出演地域の皆さまとの交流

　「三原だるま保存育成会」に弟子入りしていた当組合
若手職員3名が、三原市の伝統工芸「三原だるま」の技術
伝承と若い世代に広めるため、令和3年12月1日に「三
原だるま保存育成会青年部会」を発足させました。

○「三原だるま保存育成会青年部会」発足
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日
付22.6/6 6/9
作
業
者
渡辺 渡辺

本
　
　編	中小企業の経営支援に関する取り組み

■取り組み方針
　当組合は、地域密着型金融機関として、地域の金融円滑化の使命を果たすとともに、認定経営革新等支援機関として、コンサルティング
機能を充分発揮することによって、取引先の業況改善支援等に着実に取り組み、地域経済の活性化に積極的に貢献します。

■取り組み状況
（1）創業・新事業開拓支援
　ひろしま産業振興機構と「創業支援に係る業務連携・協力に関する覚書」を平成26年11月に締結し、広島県内における多様な創業や新
規事業において、存続しうる企業の創出をサポートし、地域経済の発展と活性化に取り組んでいます。
【取り組み事例】
・ひろしま創業サポートセンターの専門家サポートサービスへの利用取り次ぎ
・「創業支援ローン」による創業・新規事業先への融資取り組み

■経営者保証に関するガイドラインへの対応
「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」および「事業継承時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の趣旨
や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の
必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏
まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具
体的に説明し、経営改善支援を行っています。

（3）経営改善・事業再生・事業転換・その他
　再生支援先に対して、外部専門家を交えた経営相談、経営指導を行うとともに、必要に応じて職員を出向させるなど、経営改善、再生支
援等に取り組んでいます。
【取り組み事例】
・広島県経営改善支援センターを活用した経営改善計画策定の取り組み
・広島県中小企業再生支援協議会と連携した事業再生支援の取り組み
・中小企業119（中小企業庁委託事業として中小企業・小規模事業者の未来をサポートするサイト）を活用した外部専門家派遣による経営
改善アドバイス

（4）事業承継支援
　外部機関と連携を図り、事業承継に関する事業経営者の様々な課題解決に取り組んでいます。
【取り組み事例】
・後継者に問題を抱える取引先に専門家による個別相談会を実施
・広島県事業引継ぎ支援センターへの取り次ぎ

（2）成長段階支援
　財務諸表に表れない企業の事業価値を評価するため、ひろしま産業振興機構の広島県中小企業技術・経営力評価制度を活用し、財務
データや担保・保証に必要以上に依存しない事業性評価に基づく融資に取り組んでいます。
　また、平成27年10月には、広島県内の創業者、中小企業者および農林水産事業者等への協調融資を積極的に進めるため日本政策金融
公庫と「業務連携・協力に関する覚書」を締結しています。
【取り組み事例】
・売掛債権担保・動産担保融資への取り組み
・「広島県中小企業技術・経営力評価書」を活用した融資取り組み
・再生可能エネルギー、省電力のための設備投資を積極的に支援するため、太陽光発電事業に関する設備資金融資への取り組み
・広島県よろず支援拠点と連携した経営相談会の開催（年2回　定期開催）

■態勢整備の状況
　平成24年度より、取引先の経営支援を目的として「経営支援部」を設置し、企業の課題解決に適切かつ効率的に取り組むとともに、外部
機関と連携し、専門家派遣等を行い、取引先の業況改善を図る態勢としています。

令和2年度 令和3年度
新規に無保証で融資した件数 638件 164件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 14.6% 5.0%
保証契約を解除した件数 7件 3件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE 12



日
付22.6/6 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺

本
　
　編	

コンプライアンス（法令等遵守）の体制

　当組合は、広島県内を営業地域とする協同組織金融機関として、中小事業者および勤労者の皆さまの資金の円滑化、
ならびに組合員の皆さまの経済的地位の向上に貢献することを目的とし、ひいては地域社会の発展のために尽力する
使命を負っております。
　役職員一人ひとりが社会的使命と公共性を充分自覚し、誠実・公正に業務を遂行するため、コンプライアンスを経営
の最重要課題と位置づけ、法令等の遵守およびモラルの醸成に努めてまいります。
　当組合では、コンプライアンスの徹底を図るため、「コンプライアンス統括部署」を設置するとともに、営業店および各
部に「コンプライアンス責任者」ならびに「コンプライアンス・オフィサー（担当者）」を置くなど体制を整備しております。
　また、全役職員に「コンプライアンス・マニュアル」を配布し、集合研修や職場内研修を実施して、その徹底を図るとと
もに、コンプライアンスを強化するための具体的実践計画である「コンプライアンス・プログラム」を策定し、組合全体に
法令等の遵守を徹底する企業風土の醸成に努めております。

1.　信頼の確保

2.　誠実かつ公正な業務運営

3.　職員の人権の尊重

4.　経営の透明性の向上

5.　情報管理の徹底

6.　反社会的勢力の排除

7.　地域社会への貢献

私たちは、社会的責任と公共的使命を十分認識し、健全な業務運営を通じて、組合員の皆
さま、お取引先の皆さま、地域の皆さまからの信頼を確保します。
私たちは、法令や諸規程を遵守するとともに、社会的規範に従い、誠実かつ公正に業務運
営を行います。	
私たちは、職員の人権、個性を尊重し、明るく働きがいのある風通しのよい職場環境を作り
ます。
私たちは、経営情報の公正な開示を通じて、組合員の皆さま、お取引先の皆さま、地域の皆
さまとのコミュニケーションを図り、経営の透明性を高めます。
私たちは、お客さまに関する情報の取扱いには細心の注意を払い、外部への情報漏えいが
発生しないよう的確に管理します。
私たちは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には、断固とした姿勢で対応
し、これを排除します。
私たちは、組合員の皆さま、お取引先の皆さま、地域の皆さまからのご要望にお応えし、各
種金融サービスを提供することで、地域社会の発展に尽くします。

広島県信用組合の役職員は、地域協同組合組織金融機関としての社会的責任の重大性と公共的使命を自覚し、遵法精
神と高い倫理観をもって行動するとともに、法令や諸規程を遵守し、社会的規範に従い、業務運営にあたることを宣言い
たします。

コ ン プ ライアンス宣言

コンプライアンス体制図

総務部コンプライアンス統括課

コンプライアンス委員会

理事会

常勤理事会

本部各部・営業店
（コンプライアンス責任者）

（コンプライアンス・オフィサー）

監査部

監事会
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日
付22.6/6 6/15 6/22
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

本
　
　編	

個 人 情 報 保 護 宣 言

　当組合では、個人情報保護および個人番号（以下、「個人情報等」といいます。）の重要性に鑑み、個人情報の保護に関
する法律（平成１５年法律第５７号）、行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成
２５年５月３１日法律第２７号）、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン等の関係法令等（以下、「法令等」とい
います。）を遵守して、以下の考え方に基づきお客さまの個人情報等を厳格に管理し、適正に取扱うとともに、その正確
性・機密性の保持に努めます。
　また、本保護宣言等につきましては、内容を適宜見直し、改善してまいります。当組合は、本保護宣言を当組合のイン
ターネット上のホームページに常時掲載することにより、公表します。
1. 個人情報の利用目的

　当組合は、法令等に基づき、お客さまの個人情報等を業務内容ならびに利用目的の達成に必要な範囲で適正に利用し、それ以外の目的では、法令等
で認められる場合のほか、利用いたしません。
　また、個人番号については、法令等で認められている利用目的以外では、利用いたしません。
　なお、個人情報の利用目的を変更した場合は直ちに公表いたします。

2. 個人情報の適正な取得について
　当組合では、上記１.で特定した利用目的の達成に必要な範囲で、適法かつ適正な手段により、例えば、以下のような情報源から、お客さまの個人情報
等を取得いたします。
(1) 預金口座のご新規申込の際にお客さまにご記入・ご提出いただく書類等により、直接提供していただいた情報
(2) 各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供された情報
(3) 商品やサービスの提供を通じて、お客さまからお聞きした情報

3. 個人データの第三者提供
　当組合は、上記１.の利用目的の範囲内で第三者へ個人データを提供しております。これ以外には、法令等で認められている場合を除き、お客さまの
同意なしにお客さまの個人データを第三者へ提供いたしません。ただし、個人番号をその内容に含む特定個人情報については、法令等で認められてい
ない限り、お客さまの同意があっても、これを第三者に提供いたしません。

4. 個人データの委託
　当組合は、上記１.の利用目的の範囲内で、例えば、以下のような場合に、個人データおよび個人番号に関する取扱いを外部に委託することがありま
す。その場合には、適正な取扱いを確保するための契約締結、実施状況の点検などを行います。
(1) お客さまにお送りするための書面の印刷または発送に関わる業務を外部に委託する場合
(2) 情報システムの運用・保守に関わる業務を外部に委託する場合

5. 個人データの共同利用
　当組合は、上記１.の利用目的の範囲内で個人データを特定の者と共同利用しております。ただし、個人番号をその内容に含む特定個人情報について
は、共同利用をいたしません。

6. 個人情報等の安全管理措置に関する方針
　当組合では、取扱う個人情報等の漏えい･滅失等の防止その他の個人情報等の安全管理のため、組織的安全管理措置、技術的安全管理措置を講じ、
適正に管理します。
　また、役職員には必要な教育と監督を、業務委託先に対しては、個人情報等の安全管理が図られるよう必要かつ適切な監督に努めます。
　当組合における個人データの安全管理措置に関しては、当組合の内部規程等において定めておりますが、主な内容は以下のとおりです。

個人データの適正な取扱いの確保のため、関係法令・ガイドライン等を遵守するとともに、下記８．のご質問・相談・苦情窓口にて、個人データの取扱い
に関するご質問・相談および苦情を受け付けることとしています。
取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者およびその任務等について策定しています。
個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人データを取り扱う職員および当該職員が取り扱う個人データの範囲を明確化し、法令
等や内部規程等に違反している事実またはそのおそれを把握した場合の責任者への報告連絡体制を整備しています。また、個人データの取扱状況
について、定期的に自己点検を実施するとともに、他部署による監査を実施しています。
個人データの取扱いに関する留意事項について、職員に定期的な研修を実施しています。また、個人データについての秘密保持に関する事項を就業
規則に記載しています。
個人データを取り扱う区域において、職員の入退室管理および持ち込む機器等の制限を行うとともに、権限を有しない者による個人データの閲覧を
防止する措置を実施しています。また、個人データを取り扱う機器、電子媒体および書類等の盗難または紛失等を防止するための措置を講じるととも
に、当該機器、電子媒体等から容易に個人データが判明しないよう措置を実施しています。
アクセス制御を実施して、担当者および取り扱う個人情報データベース等の範囲を限定しています。また、個人データを取り扱う情報システムを外部
からの不正アクセスまたは不正ソフトウェアから保護する仕組みを導入しています。
外国にある委託先である第三者に保有個人データを取り扱わせる場合や、個人データを当組合の海外支店等で取り扱う場合には、上記のほか、個人
データを保管している当該外国における個人情報の保護に関する制度を把握した上で安全管理措置を実施しています。

(1)

(2) 
(3) 

(4) 

(5) 

(6)

(7) 

：　広島県信用組合　業務部
：　月曜日～金曜日（土・日曜日・祝日および金融機関の休日を除く）
：　午前９：００～午後５：００
：　０１２０－７４５－５３０（フリーダイヤル）

窓　　口
受 付 日
受付時間
電話番号

8. ご質問・相談・苦情窓口
　当組合では、お客さまからのご質問等に適切に取組んで参りますので、個人情報の取扱い等に関するご質問等につきましては、下記の窓口にお申出
ください。

7. お客さまからの開示、訂正、利用停止等のご請求
(1) 開示のご請求

　お客さまから当組合が保有するご自身に関する個人データまたは第三者提供に係る記録の開示のご依頼があった場合には、原則として開示い
たします。

(2) 訂正等のご請求
　お客さまから当組合が保有するご自身に関する個人データの訂正等（訂正・追加・削除）のご依頼があった場合には、原則として訂正等いたします。

(3) 利用停止等のご請求
　お客さまから当組合が保有するご自身に関する個人データの利用停止等（利用停止・消去）のご依頼があった場合（法令等に基づく正当な理由に
よる。）には、原則として利用停止等いたします。

(4) ダイレクトメール等の中止
　当組合は、当組合からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付やお電話等での勧誘のダイレクト・マーケティングで、個人情
報を利用することについて、これを中止するようお客さまよりお申し出があった場合は、遅滞なく当該目的での個人情報の利用を中止いたします。
　なお、(1)、(2)、(3)のご請求に当たっては、個人データの重要性に鑑み、ご請求者（代理人を含みます。）の本人確認をさせていただきます。ご請
求手続の詳細およびご請求用紙が必要な場合は当組合本支店窓口までお申出ください。

広島県信用組合
住所　広島市中区富士見町１番１７号

代表者　理事長　深山春幸
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日
付22.6/7
作
業
者
渡辺

　広島県信用組合は、その業務を行うにあたり、下記の方針にしたがって個人番号および特定個人情報（以下併せて「特
定個人情報等」といいます。）の適切な保護・利用に万全を尽くします。

2. 利用目的の公表について
　特定個人情報等を取得した場合には、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、適切な方法に
より通知し、または公表します。
※個人情報の利用目的については次ページ（当組合が業務上保有する個人番号の利用目的）をご参照ください。

4. 安全管理措置について
　特定個人情報等の漏えい、滅失または毀損の防止その他の個人データの安全管理のため、金融庁の「金融分野における個人情報保
護に関するガイドラインの安全管理措置等についての実務指針」、特定個人情報保護委員会の「特定個人情報の適正な取扱いに関する
ガイドライン（事業者編）」等の国が定める指針に基づき、必要かつ適切な措置を講じます。

5. 関係法令の遵守について
　特定個人情報等の取扱い（安全管理措置を含む）にあたっては、「個人情報の保護に関する法律」、「行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律」等関係法令、金融庁の「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」、特定個人情
報保護委員会の「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」等の国が定める指針を遵守します。

8. 漏えい事案等への対応について
　万一、特定個人情報等の漏えい等があった場合には、監督当局への報告、漏えい等の事実関係および再発防止策の公表、漏えい等の
対象となったご本人への事実関係の通知等の措置を講じます。

9. 継続的改善への取組みについて
　特定個人情報等の取扱い（安全管理措置を含む）については、必要に応じて見直しを行う等、継続的な改善に努めます。

6. 教育・研修の実施について
　特定個人情報等の安全管理の徹底を図るため、役職員等に対して適切な教育・研修を定期的に実施します。

7. 点検・監査の実施について
　特定個人情報等の取扱状況等について、定期的および随時の点検・監査を実施します。

特定個人情報基本 方針

1. 取得・利用・提供について
（1）
（2）
（3）
（4）

特定個人情報等の取得は、業務上必要な範囲内で、適正かつ適法な手段により行います。
特定個人情報等を取扱うにあたっては、その利用目的をできる限り特定します。
特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、特定個人情報等を取扱いません。

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」第１９条各号に掲げる場合を除き、ご本人の同意の有
無にかかわらず、特定個人情報を第三者に提供しません。

3. 開示等の請求について
（1）

（2）

（3）

ご自身に係る保有個人データ（特定個人情報等に係るものに限ります。以下同じとします。）について開示のご請求があった場合に
は、業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合を除き、ご本人に対して開示します。
ご自身に係る保有個人データについて内容の訂正、追加または削除のご請求があった場合には、利用目的の達成に必要な範囲内に
おいて、必要な調査を行い、訂正等する場合には当該調査結果に基づき行います。
ご自身に係る保有個人データについて利用の停止または消去あるいは第三者への提供の停止の請求があった場合において、その
求めに正当な理由があることが判明したときは、当該保有個人データの利用停止等を行います。

10. 質問等の窓口
　特定個人情報等の取扱いに関するご質問（苦情を含む）につきましては、下記の窓口までお申出ください。

：　広島県信用組合　業務部
：　月曜日～金曜日（土・日曜日・祝日および金融機関の休日を除く）
：　午前９：００～午後５：００
：　０１２０－７４５－５３０（フリーダイヤル）

窓　　口
受 付 日
受付時間
電話番号
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日
付22.6/7 6/15 6/16
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

　当組合が個人番号を取扱う事務の範囲は、以下のとおりとします。

金融商品に係る勧誘方針

　当組合は、「金融サービスの提供に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘
の適正な確保を図ることとします。

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

当組合は、お客さまの知識 ・経験、財産の状況および当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提
供と商品説明をいたします。
金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当組合は、お客さまに適正な判断をしてい
ただくために、当該金融商品の重要事項について説明を行い、十分理解していただくよう努めます。
当組合は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対して不誠実なことを断定的に申しあげたり、事実でない情報を提供するなど、お
客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。 
当組合は、良識を持った節度ある行動により、お客さまの信頼の確保に努め、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での
勧誘は行いません。
当組合は、役職員に対する組合内研修を充実し、金融商品に関する知識の充実をはかるとともに、適切な勧誘が行われるよう、内部
管理態勢の強化に努めます。

※金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

（１）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
（10）
（11）

出資配当金の支払に関する法定調書作成・提供事務
金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務
金融商品取引に関する法定調書作成・提供事務
国外送金等取引に関する法定調書作成・提供事務
非課税貯蓄制度等の適用に関する事務
預金保険法に基づく名寄せ・税務調査（犯則調査および滞納処分のための調査を含む。）・社会保障における資力調査等に関する事務
預貯金口座付番に関する事務
報酬・料金等の支払調書作成事務
不動産の使用料等の支払調書作成事務
不動産等の譲受けの対価の支払調書作成事務
不動産等の売買または貸付けのあっせん手数料の支払調書作成事務

当組合が業務上保有する個人番号の利用目的

　私たち広島県信用組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との
関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

反社会的勢力に対 する基本方針

（1）

（2）

（3）

（4）
（5）

当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努め
ます。
当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識するとともに、コンプライアンスを徹底するため、組織全体として反社会的勢力との取
引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。
当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、財団法人暴力追放広島県民会議、弁護士などの外部専門機関と
緊密な連携関係を構築します。
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠蔽するための資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与
は行いません。
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日
付22.6/7 6/9
作
業
者
渡辺 渡辺

　当組合は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策を経営上の重要な課題として位置づけ、関係省庁
と連携しながら、金融取引の複雑化や犯罪手法の巧妙化するマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与を未
然に防止するため、「犯罪収益移転防止法」ならびに「金融庁マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に
関するガイドライン」等の関係法令等を遵守し、対策を進めてまいります。
　そのため、お客さまとのお取引の内容がマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与のリスクが高いと判断
せざるをえない場合には、追加でのご確認などを実施させていただくとともに、場合によりましては当該お取引
をお断りさせていただく、または一部お取引を制限させていただく場合がございますので、ご理解、ご協力をお
願いいたします。

マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策について

　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、お取引のある営業店または下記の窓口をご利用ください。

苦 情 処 理措置

広島弁護士会　　　仲裁センター（電話：０８２－２２５－１６００）
東京弁護士会　紛争解決センター（電話：０３－３５８１－００３１）
第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：０３－３５９５－８５８８）
第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：０３－３５８１－２２４９）

紛 争 解 決措置

窓　　口　：　広島県信用組合　業務部
受 付 日　：　月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および金融機関の休日を除く）
受付時間　：　午前９：００～午後５：００
電話番号　：　０１２０－７４５－５３０（フリーダイヤル）

なお、苦情対応の手続きについては、店頭インフォメーションボード、および当組合ホームページ
（https://www.hiroshima-kenshin.co.jp/）に公開しておりますのでご覧ください。

窓　　口　：　一般社団法人 全国信用組合中央協会　しんくみ相談所
受 付 日　：　月曜日～金曜日
　　　　　 　（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）
受付時間　：　午前9：00～午後5：00
電話番号　：　０３－３５６７－２４５６
住　　所　：　〒１０４－００３１
　　　　　 　東京都中央区京橋１－９－5（全国信用組合会館内）

窓　　口　：　広島県信用組合協会
受 付 日　：　月曜日～金曜日
　　　　　 　（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）
受付時間　：　午前９：００～午後５：００
電話番号　：　０８２－２４７－７３６３
住　　所　：　〒７３０－００４４
　　　　　 　広島県広島市中区宝町９－１１（信用組合会館内）

　上記弁護士会にて紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さまは、上記当組合業務部または広島県信用組合協
会、しんくみ相談所にお申し出ください。また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記東京・第一東京・
第二東京弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さまもご利用いただけます。
　仲裁センター等では、東京都以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続きを進め
る方法もあります。
　　①移管調停　：　
　　②現地調停　：　

　　※ 移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご
照会ください。

東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と結ぶテレビ会議システム等により、共
同して解決に当る。

苦情処理措置および紛争解決措置の内容
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日
付22.6/7
作
業
者
渡辺

　統合的リスク管理は、金融機関の業務に内在する各種リスクについて、これを一元的に管理し総体的に捉えて、その総体的なリスクを経営
体力と比較・対照することにより、業務の健全性を確保することを目的としております。当組合では、信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・
リスクといったリスク毎にリスク量の上限を設定（資本配賦）し、それぞれの管理部署がリスク量のコントロールを行っております。また、経営
企画部がこれらのリスク量を自己資本と対比して一元的に把握するとともに、リスク管理の状況について定期的に常勤理事会へ報告を行い、
状況に応じて適切に対策を実施していく体制を構築しております。

統 合 的リスク管理

　信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、貸出金等の資産の価値が減少ないしは消失し、損失を被るリスクのことです。当組合で
は、資産の健全性確保を経営の最重要課題の一つと位置づけ、営業推進部署から独立した本部審査体制の整備、信用格付制度および自己査
定制度による客観的な信用リスクの把握、信用リスクに見合った適正な収益の確保、ポートフォリオ管理に基づくリスク分散などを通じて、信
用リスク管理の高度化に努めております。また、信用リスク管理の基本原則等を定めたクレジットポリシーを制定し、全職員へ徹底することな
どにより、信用リスク管理のレベルアップに努めております。

信 用 リスク管理

　市場リスクとは、金利、為替、有価証券価格等が変動することにより損失を被るリスクのことです。市場性取引は瞬時にして多大な損失を及
ぼす可能性を内在しているため、当組合では厳格な管理を実施しております。具体的には、VaR法や、金利ショックに対する損益、経済価値の
増減額によりリスク量を計測し、その状況を常勤理事会に報告しています。また、市場リスク全体の管理として、保有可能なリスク量に対して
一定の限度を設定しております。

市 場 リスク管理

　流動性リスクとは、財務内容の悪化等により必要な資金が確保できず、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高
い金利の支払を余儀なくされることにより、損失を被るリスクのことです。当組合では、運用・調達構造の定期的な点検に加え、資産規模や調
達能力等を勘案のうえ、資金調達に関するガイドライン等を設定し、調達の安定化を図っております。さらに、市場調達環境の急変などにより
流動性リスクが顕在化した場合に備え、緊急度合いに応じて機動的な対応が図られるよう、緊急時フェーズ別の対応策を定めております。

流 動 性リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切なこと、あるいは機能しないこと、または外的要因により生じる損失に関す
るリスクであり、事務リスク・システムリスク・風評リスク・法務リスク・人的リスク・有形資産リスクを含む広義のリスクです。オペレーショナル・リ
スクは、金融業務に広く内在するリスクであり、顕在化の形態も多様なことから、リスクを適切に把握・コントロールする必要があります。また、
オペレーショナル・リスクは資本賦課の対象となっており、当組合では、損失データの収集・リスク計量化を中心とした定量的管理とリスク顕在
化時における対応、リスク管理自己評価等を中心とした定性的管理の両方の側面から高度化に努めております。

オ ペ レーショナル・リスク管理

リ ス ク 管 理 体 制

　当組合では、リスク管理の一層の充実・強化が重要課題であると認識し、主要なリスクである「信用リスク」、
「市場リスク」、「流動性リスク」、「オペレーショナル・リスク」の管理について、それぞれ管理部署を定めるととも
に、それを常勤理事会が統括しており、複雑・多様化するリスクに対して適切に対応するなど統合的リスク管理
を実施しております。

オペレーショナル・リスク
【業務部】

コンプライアンス委員会
（統括部署：総務部コンプライアンス統括課）

常勤理事会

監事会 理事会
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リ ス ク 管 理 体 制 図
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日
付22.6/7 6/9 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

選挙区別総代氏名

本店選挙区
(24名）

網谷　康司⑤　大井　克元②　大谷　スミヱ②　小田　富貴子⑫　柿木田　勇⑥　金井　憲明③
河本　八郎⑦　熊本　武司①　倉本　隆之⑦　　佐々木　徹⑥　　神保　紘⑯　　田島　修⑤
谷川　洋路⑦　田丸　泰之①　中村　邦雄⑤　　中本　敏行⑤　　西濵　輝③　　西本　義弘②
東　正治⑤　　藤田　博徳⑦　松野　行雄⑤　　山崎　隆造③　　山根　俊思⑤　吉村　明②

広島中央選挙区
（14名）

荒川　愼吾⑧　稲田　桂子①　岡田　泰司⑤　小笠原　裕⑦　沖野　龍彦①　鬼武　英生⑪
佐野　重一⑨　住田　宜照③　高木　英洋⑤　西岡　孝③　　萬谷　逞⑦　　水入　康弘③
三谷　順子①　光廣　昌史⑧

広島西選挙区
（19名）

阿部　一之②　　卜部　百合子③　岡井　慎三郎①　小川　正紹⑤　小田　忠将④
金子　明弘⑤　　金本　英樹⑤　　亀谷　英子④　　児玉　勝司④　佐々木　繁盛⑤
曽根川　文平②　谷浦　正典②　　妻澤　裕幸③　　西村　和雄⑦　猫本　幸雄④
藤井　章⑨　　　山田　敏彦⑤　　山中　好文④　　米村　賢次⑦

安芸・呉・東広島
選挙区
（24名）

植田　卓①　　梅田　修治⑥　木﨑　裕之①　木本　英樹①　佐衛田　唯善①　笹本　健二⑦
實森　康宏⑤　城本　健司④　住田　郁生①　竹森　臣②　　橘　志信①　　　中島　勝義⑤
林　義康⑦　　一橋　昭慶②　平賀　光明②　伏岡　勝二⑤　藤尾　幸郎⑨　　本迫　修⑨
松本　隆行⑥　宮川　浩明②　宮坂　岩雄⑤　宮田　丈士③　宗盛　勝則⑦　　山中　孝昭⑦

福山選挙区
（21名）

荒木　栄作①　小川　浩三④　鎌刈　拓也④　神原　一省⑦　橘髙　和男⑥　心石　拓男③
小林　政嗣②　斎藤　誠⑤　　佐藤　志行①　砂原　祐次⑦　富田　恭夫③　信岡　健一郎⑤
平井　靖紀⑥　藤岡　隆志③　松尾　政幸④　的井　善美⑤　村上　徹⑥　　森上　茂光⑤
矢野　利明⑥　山岡　一夫⑧　横野　忠正⑤

尾三選挙区
（14名）

圓光　秀己⑩　小川　秀人④　香川　一紀⑦　　迫田　祐④　　　沢野　学⑤　　田頭　三弘⑩
中岡　洋樹①　古川　龍太⑦　松浦　新吾郎⑦　松浦　晴一朗④　山本　研一⑤　弓場　丞④
吉野　武彦⑤　夜船　裕光④

合計
（116名）

【総代の属性別構成比】
職業別：個人2％、個人事業主13％、法人役員85％
年代別：30代以下0％、40代2％、50代14％、60代32％、70代38％、80代以上14％

（敬称略、アイウエオ順、丸数字は就任回数）

総代会制度について
◆当組合は、中小企業等協同組合法第55条に基づき、定款の定めるところにより「総代会」を設けております。
◆総代会は、組合の最高意思決定機関であり、定款の変更、組合の解散または合併、組合員の除名、事業の全部の譲渡、規約の設定・

変更または廃止、毎事業年度の収支予算および事業計画の設定または変更など極めて重要な事項を決定する機関です。
◆総代会は、組合員のうちから公平な選挙により選ばれた総代が構成員です。
◆総代は、組合員の地区代表として総代会に出席し決議に参加します。
◆総代会は、通常毎年６月に開催されますが、必要あるときは臨時総代

会を招集することもできます。

（令和4年6月16日現在)

◆総代の選挙には、総代選挙規約の定めるところにより組合員であれ
ば誰でも立候補することができます。総代の立候補は、文書でその
旨届け出て、選挙区ごとに組合員が選挙し決定します。

◆総代の定数は、定款第２９条により、１００人以上１２０人以内において
総代選挙規約にて定めることとしています。

◆総代の任期は、３年間です。
◆総代の選挙区別総代氏名は、下記のとおりとなっております。

◆ガバナンスの機能強化に向けた一環として、地区毎に総代を対象と
した地区別総代懇談会を実施しております。当組合の経営方針、決
算状況等情報開示を行うとともに、総代より利用者側の視点に立っ
た意見や要望をいただき、組合経営や総代会に反映させておりま
す。

総代の選出方法および任期

地区別総代懇談会の開催

総　代　会
（最高意思決定機関）

広島県信用組合総　代

組
合
員
の
意
見
集
約

総代選挙

組　合　員

出
席

討
議

立
候
補

推
薦

選
出

経営の
意思決定

相互扶助
（出資・預金・融資等）

総代会の概要
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日
付22.6/7 6/15 6/16 6/22
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

総代会の議決事項等

組 織 図

総 　 務 　 課

コンプライアンス統括課

営 業 企 画 グ ル ー プ
営業統括部

業 務 部

融 資 部

経営支援部

人 事 部

総　務　部

経営企画部

営業店支援グループ

事 務 管 理 グ ル ー プ

事 務 集 中 グ ル ー プ

事業サポートグループ

本
店
営
業
部

各
支
店
（
出
張
所
）

経 営 支 援 グ ル ー プ

管 理 グ ル ー プ

総 代 会

理 事 会 監 事 会

監  査  部

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 理 事

常 勤 理 事 会

シ ス テ ム グ ル ー プ

職員の状況
令和 2年度 令和 3年度

男  　 子 148 人 155 人
女  　 子  152 人 156 人
合  　 計 300 人 311 人

平  均  年  齢 39 歳 7 月 39 歳 4 月
平 均 勤 続 年 数 14 年  10 月 14 年 5 月

（令和４年３月３１日現在）（令和４年３月３１日現在）

役員の状況 （令和４年６月１６日現在）（令和４年６月１６日現在）

理 事 長
専 務 理 事
常 務 理 事
常 務 理 事
常 務 理 事
常 勤 理 事
常 勤 理 事
常 勤 理 事

理　事
理　事
理　事
理　事
理　事

監　事
監　事
監　事

深 山　 春 幸
武 市　 祐 寿
下 井　　 修
浜 田　 宏 明
市 岡　 栄 二
島 田　 彰 夫
林　　 武 志
板 野　 哲 也

村 上　 祐 司
宗 盛　 勝 則
鎌 刈　 拓 也
山 口　 利 郎
井 林　 孝 二

小田原 勝志
若 狭　 雅 宏
金 子　 昌 稔

監事金子昌稔は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の3に規定する員外監事です。
当組合は、職員出身者以外の理事5名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に努めています。

（ 注 ）
　

（ ）
（ ）
（ ）

営 業 統 括 部 長
本店営業部GM部長
融 資 部 長

●通常総代会　
　　  令和4年6月15日（水）

〔報告事項〕 第69期貸借対照表、損益計算書および事業報告について
〔議決事項〕 1.第69期剰余金処分案承認の件
 2.第70期事業計画および収支予算案承認の件
 3.役員選出に関する件
 4.組合員除名に関する件
 5.退任役員に対する退職慰労金贈呈に関する件

以上原案通り可決しました。

（ ）

（ ）

常 勤 監 事

員 外 監 事
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日
付22.6/7 6/9 6/15 6/16
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

種　類 内 容 と 特 色 お預入期間 お預入金額

総 合 口 座
一冊の通帳で貯める・増やす・借りる・受け取る・払うという５つの機
能を持つ便利な通帳です。定期預金がセットでき、お得に増やしな
がら、必要なときに定期預金のお預入れ残高の９０％（最高２００万
円）まで自動融資いたします。

自由 １円以上

普 通 預 金 お財布代わりにいつでもご利用いただけます。給与振込、公共
料金のお支払い、年金の自動受取などを一手に引き受けます。 自由 １円以上

貯 蓄 預 金 個人の方限定で、お預け入れ残高に応じた金利が適用となり、
必要なときはいつでもお引き出しができます。 自由 １円以上

納 税 準 備 預 金 お利息は普通預金より高く、しかも税金がかかりません。 入金は自由
お引出は納税時 １円以上

通 知 預 金 まとまったお金の短期運用に便利です。 ７日以上 5,000 円以上

当 座 預 金 商取引にご利用いただく、手形・小切手の支払いのための預金
です。預金保険機構により全額保護されます。 自由 １円以上

決 済 用 普 通 預 金 決済用にご利用いただく普通預金で、お利息はつきませんが残
高にかかわりなく預金保険機構により全額保護されます。 自由 １円以上

定
期
積
金

ス ー パ ー 積 金 毎月無理なくコツコツお積み立ていただく定期積金です。安全
確実に財産の基礎をつくることができます。 １年～５年 月額掛金

1,000 円以上

あ ん し ん 積 金 毎月お積み立ていただく定期積金に、保障がセットされた頼も
しい定期積金です。 ５年 月額掛金 10,000 円

月額掛金 20,000 円

熟 年 積 金
当組合で年金をお受け取りの方などを対象として、交通事故等によ
り死亡された場合に、事故発生時の給付契約額と掛け込み残高の差
額を補償として法定相続人の方へお支払いする定期積金です。

１年～５年
1 回の掛込金額
5,000 円以上

300,000 円以内

子育て支援定期積金
「ひだまり」

契約時点で18歳未満のお子(孫)さまがおられる方に、お得な金
利でお預け入れいただき、お子(孫)さまの写真付専用証書をお作
りする定期積金です。

3年・4年・5年
月額掛金1万円

契約額36万円以上
350万円以内

メ ン バ ー ズ
定 期 積 金

個人の組合員の方を対象にした、スーパー積金よりさらにお得
な定期積金です。 1年～５年 契約額30万円以上

ケンシンパートナー
企業制度定期積金
「シェイク・ハンズ」

｢パートナー企業制度」をご契約いただいた事業所にお勤めされ
る個人の方限定のお得な定期積金です。 1年～５年 契約額30万円以上

定
期
預
金

ス ー パ ー 定 期 1か月からお預け入れでき、自由金利のメリットを活かしたお客
さまの資産計画にあわせてお預け入れいただける定期預金です。 １か月～５年 1,000 円以上

大 口 定 期 金利は自由金利で高利回りの定期預金です。 １か月～５年 1,000 万円以上

変 動 金 利 定 期 お預入れ期間中の金利は、その時々の金利情勢により６か月毎
に変動する定期預金です。 ２年・３年 1,000 円以上

サンフレッチェ広島
応 援 定 期

Ｊ1リーグ公式戦の順位に応じて利率が確定するコースと、順位
に関わらず利率が確定しているコースの2種類あり、サンフレッ
チェグッズプレゼントの特典がついた定期預金です。

１年・３年 10 万円以上
1,000 万円以内

ふるさと応援定期預金
Let’s“碁”（GO）

地域貢献型定期預金で地域文化の普及発展を応援しています。
お預け入れ金額に応じて特産品プレゼントの特典があります。 １年・３年 10 万円以上

1,000 万円以内
メ ン バ ー ズ
定 期 預 金

個人の組合員の方を対象にした、スーパ定期よりさらにお得な
定期預金です。 1年・3年・5年 10 万円以上

熟 年 定 期
当組合で年金をお受け取り、またはお受け取り手続きを完了さ
れている皆さまに、スーパー定期よりさらにお得な金利となる
定期預金です。

1年・3年 1,000 円以上
500 万円以内

退 職 金 定 期 当組合に退職金をお預け入れされた方に、お得な金利でお預け
入れいただける定期預金です。 1年・3年 100 万円以上

退職金受取金以内

年 金 予 約 定 期
当組合で年金をお受け取りの予約をいただいた方で、満55歳以
上65歳未満の方に、お得な金利でお預け入れいただける定期預
金です。

1年 1,000 円以上
500 万円以内

財
形

一 　 般 お勤め先の財形制度を通じて、給与やボーナスから自動天引き
によりまとまった財産形成ができます。財形住宅預金と財形年
金預金については、合算で元金550万円までは非課税です。

３年以上
1,000 円以上住 　 宅 ５年以上

年 　 金 ５年以上

業務のご案内(預金業務)
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日
付22.6/7 6/9
作
業
者
渡辺 渡辺

種　類 資金のお使いみち ご融資金額 ご融資期間 担保・保証人

ケンシン住宅ローン 住宅の購入・新築・増改築等の資金にご利用いただくロー
ンです。セカンドハウス・店舗付住宅にも対応しております。 10,000万円以内 ４０年以内 保証会社の保証

もしくは保証人１名

住 宅 ロ ー ン
「フラット 35」

最長ご融資期間 35 年、全期間固定金利で安心した返済
計画を立てることができるローンです。ご融資と同時に住
宅ローン債務を住宅金融支援機構が買い取りを行います
が、お客さまのご返済や各種お手続きは、すべてケンシ
ンが行います。

8,000万円以内 ３５年以内

保証人不要。住宅金
融支援機構が建物
と敷地に第1順位の
抵当権を設定させ
ていただきます。

リフォ ー ム ロ ー ン 住宅の増改築等に係る資金にご利用いただくローンです。 10万円～1,000万円 １５年以内 保証会社の保証

フ リ ー ロ ー ン
「けんじん」 住宅ローンセット型のフリーローンです。 1,000万円以内 ４０年以内 保証人１名以上

お 手 軽 ロ ー ン 当組合に給与振込を指定されている方限定の、保証人が
不要でお手軽にお申込みいただけるローンです。 10万円～100万円以内 ５年以内 不要

快 速 フリ ー ロ ー ン
一般勤労者、年金受給者、パート、専業主婦など幅広い
職種の個人の方のほか個人事業者の方の事業資金にもご
利用いただける使いみち自由のローンです。

10万円～500万円以内 ６か月～１０年以内 保証会社の保証

フ リ ー ロ ー ン
「グッドチョイス」

ご融資利率は 5 段階、お使いみち自由。暮らしのプラン
に合わせてご利用いただくローンです。 10万円～1,000万円 １０年以内 保証会社の保証

奨 学 ロ ー ン 入学金・授業料や在学中に必要な費用にご利用いただく
ローンです。 10万円～1,000万円 １５年以内 保証会社の保証

カ ー ラ イ フ ロ ー ン 自家用車購入・修理・車検等にご利用いただくローンです。 10万円～1,000万円 １０年以内 保証会社の保証

シルバーライフローン 年金受給者の皆さまにご利用いただくローンです。 10万円～100万円 ５年以内 保証会社の保証

サポーターズローン お使い道自由なローンです。（職域パートナー企業の役職
員の皆さまには優遇があります。） 500万円以内 １０年以内 保証人１名

F P ロ ー ン
複数のローンをまとめて借り換え、返済額軽減を目的とし
たローンです。（職域パートナー企業の役職員の皆さまに
は優遇があります。）

500万円以内 １０年以内 保証人１名以上

ケンシンカードローン
「けんじん」 お使いみち自由で繰り返し利用可能なカードローンです。 100万円以内 ３年毎に自動更新 原則不要

パ ッ ク ア ル フ ァ お使いみち自由。総合口座にご融資枠３０万円をセットし
たローンです。 30万円 ３年毎に自動更新 保証会社の保証

業務のご案内（融資業務）

個人ローン

種　類 資金のお使いみち ご融資金額 ご融資期間

ビジネスカードローン カード１枚で簡単にご利用いただける事業者の皆さまの専用カードローンです。 100万円～2,000万円 1年もしくは２年
（更新可）

ゆうゆうカードローン 中小零細事業者の皆さまの経営に必要な事業資金を繰り返しご利用いただける
カードローンです。

新規先1,000万円以内
既存先5,000万円以内 ２年（更新可）

創 業 支 援 ロ ー ン 新事業、新分野進出を予定または開始後１年以内の法人・個人事業主を対象と
したローンです。 1,000万円以内 運転７年・

設備１０年以内

無担保スピード保証 地域中小企業の皆さまの新規に必要な運転資金や設備資金をご利用いただけ
る無担保の事業者ローンです。 3,000万円以内 １０年以内

ビ ジ ネ ス ロ ー ン
「新戦力」 当組合と新規に取引を始められた事業者向け無担保ローンです。 2,000万円以内 １０年以内

経営サポートOKローン 経営改善支援指定先への新規貸出および既存債務の集約を目的としたローンで
す。

1,000万円以内
および既存債務集約

手形貸付：1年以内
証書貸付：１５年以内

商 売 安 定 中小零細事業者の皆さまの安定した資金繰りをお手伝いする無担保の事業者
ローンです。 100万円～1,000万円 ６か月～7年以内

水 軍 ロ ー ン 尾三地区で造船関連業を営む皆さまの経営に必要な運転資金を無担保でご利
用いただけるローンです。 100万円～2,000万円 ６か月～５年以内

青果組合員特別資金 青果組合員の皆さま限定の無担保の事業者ローンです。 100万円～1,000万円 ６か月～７年以内

広島県医師会・歯科医師会
制度融資

広島県医師会・広島県歯科医師会と提携した、医師会・歯科医師会の会員であ
る開業医またはその勤務医およびそのご家族の方が必要な資金にご利用いた
だける融資制度です。

平均月収の15倍
以内（住宅資金は
6,000万円以内）

運転１０年・
教育１５年・
設備３０年・

住宅３５年以内

事業者向け融資
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日
付22.6/7 6/9
作
業
者
渡辺 渡辺

業務のご案内（その他）

　当組合の営業エリアにお住まいもしくは職場がある個人のお客さま、
および当組合の営業エリアで事業を営んでおられる法人・個人事業主
さまで、当組合の普通預金または当座預金をお持ちの方、ならびにイ
ンターネットに接続可能なパソコンおよび E メールアドレスをお持ちの
方はインターネットバンキングにお申込みいただけます。
　インターネットバンキングにお申込み後、ご自宅および事業所のパ
ソコン等からご契約口座の「照会」、「振込・振替」、「データ伝送」、「税
金・各種料金の払込（ペイジー）」のサービスをご利用いただけます。
セキュリティについて
1.　不正送金やフィッシングの脅威からお客さまを守るＰｈｉｓｈＷａｌｌプレ

ミアムを採用しています。
2.　パスワードの漏えいを防ぐため、ワンタイムパスワード（ハードウェ

アトークン・ソフトウェアトークン）を採用しています。パスワードは
ソフトウェアキーボードで入力してください。（注 1）

3.　なりすましなど、第三者による不正利用を防止することができる
電子証明書を採用しています。（注 2）

※（注 1）法人の方は、事前申込が必要です。
※（注 2）法人の方のみご利用でき、事前申込が必要です。

照会
残高照会 最新の残高がご照会いただけます。

入出金明細照会 ３か月前からの明細がご照会いただ
けます。

振込・振替 即時・予約

窓口に出向くことなく、資金移動が
できます。
予約は、５翌営業日先までご指定い
ただけます。

データ伝送
総合振込

給与（賞与）
振込・予約

複数の資金移動が同時にできるサー
ビスです。
予約は、１０営業日先までご指定いた
だけます。

税金・各種
料金の払込
（ペイジー）

ペイジー収納
サービス

ご自宅に届いた税金や国民年金保険
料などの納付書にペイジーマークが
入っている場合、窓口に出向くこと
なく、インターネットバンキングによ
り手数料無料で払込ができます。
また、支払方法に「ペイジー」があ
るネットショップで取扱金融機関に当
組合がある場合、手数料無料で払込
ができます。

インターネットバンキング

全国キャッシュサービス（SANCS・MICS）
ケンシンのキャッシュカードは、全国の信用組合はもちろんのこと、
都市銀行・信託銀行・地方銀行・信用金庫・ゆうちょ銀行等すべて
の金融機関のキャッシュコーナーでお引き出しサービスが利用にな
れます。( 法人カード・事業者カードは除きます。）なお、お預け入
れサービスは提携金融機関に限りご利用になれます。

デビットカードサービス
店頭やレジに「Ｊ－Ｄｅｂｉｔ」の表示があるお店で、お買物やご飲食
のご利用代金を、当組合キャッシュカードにてお支払いいただけま
す。加盟店および公的金融機関（一部を除く）で、公金納付、キャッ
シュアウトサービスがご利用いただけます。

代金回収サービス（HIT-LINE）
広島県内に本店のある金融機関のネットワーク網を利用し、お客さ
まの売上代金などあらゆる代金を預金口座振替により、クイックに
回収する便利なサービスです。

公共事業の前払金制度
西日本建設業保証株式会社（保証会社）との間に締結された契約
に基づき、建設業の皆さまに保証会社の保証を条件として、着工
時に請負代金の前払いをする制度を取り扱っております。運転資金
の効率的な運用方法としてご利用ください。

しんくみ経営者年金
財形年金や税制適格企業年金の対象にならない経営者の皆さま
に、ゆとりある老後をお過ごしいただくために、信用組合独自の「し
んくみ経営者年金」を取り扱っております。将来の生活設計に合わ
せてプランを選択でき、各種税務上の特典もあります。

e-Tax、eLTAXのご利用
「国税電子申告・納税システム（e-Tax　イータックス）」、「地方税
共通納税システム（eLTAX　エルタックス）」の利用可能金融機関
となりましたので、ご自宅および事業所のパソコン等に e-Tax また
は eLTAX の専用ソフトをインストールいただき、利用開始手続き
を行っていただくことで、e-Tax または eLTAX で納付可能な税金
を当組合の口座（普通預金、当座預金）から払込いただけます。
e-Tax または eLTAX は、インターネットバンキングのご契約不要
でご利用いただけます。

その他のサービス業務

ケンシンの本支店はもちろん、国内金融機関どこでも正確・迅速
にご送金・お振り込みをいたします。

■内国為替業務

全国銀行協会が設立した「でんさいネット（株式会社全銀電子債権
ネットワーク）」において「でんさい（電子記録債権）」による決済や譲
渡、割引手形などの各種取引を取り扱っております。

■でんさいネット

全国信用協同組合連合会を介して、海外への送金を行っております。
ご利用の際は、お近くの窓口へお問い合わせください。

■外国為替業務

新規に発行される利付国債（2 年・5 年・
10 年）および個人向け国債（3 年固定
金利型・5 年固定金利型・10 年変動金
利型）の販売をしております。

◆国債の窓口販売
■証券業務

◆保険商品の窓口販売
■保険窓販業務
損害保険代理店として、住宅ローン関連の長期火災保険の取り扱
いをしております。

BANK

インターネットバンキング「API 連携サービス」
ケンシンインターネットバンキングの代表口座およびサービス口座として登録済の普通預金または当座預金を、ＡＰＩ連携事業者が提供す
る家計簿アプリやクラウド会計ソフト等と連携することができるようになりました。連携することにより、家計簿アプリやクラウド会計ソフ
ト等に口座残高や入出金明細を自動反映することができます。API 連携が可能なサービスについては、ホームページで内容をご確認く
ださい。※ https://www.hiroshima-kenshin.co.jp/



本
　
　編	

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE 24

日
付22.6/22 6/22 6/24
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

広島県信用組合「お客さま満足度アンケート」の実施結果広島県信用組合「お客さま満足度アンケート」の実施結果

１	「お客さま満足度アンケート」の実施目的
　お客さまの貴重なご意見・ご要望等をお聞かせいただき、より一層充実した商品・サービス等をご提供するために、「お客さま満足度ア
ンケート」を実施させていただきました。
　今後とも、定期的に同様のアンケートを行うことにより、お客さま満足度の向上に努めてまいります。

アンケート回答にご協力いただきまして誠にありがとうございました。
皆さまからのご意見を真摯に受け止め、更にお客さまのお役に立てる金融機関を目指してまいります。
今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

アンケートの自由記述欄に頂いたご意見・ご要望を踏まえた取り組み
ご意見・ご要望 取り組み内容

商品の PR について

当組合の定番商品である「サンフレッチェ広島応援定期預金」や囲碁の普及発展を応援する「Let’ s “碁（Go ！）”
定期預金」等は、テレビ CM、ラジオ CM、新聞広告、折込チラシ等で、たくさんのお客さまにお伝えできるよ
う努めております。加えて「サンフレッチェ広島応援定期預金」発売記念イベントを行い、ラジオの生放送 PR
を行いました。当組合のホームページでも、定期的にキャンペ－ン商品をご案内させていただいております。お
近くの店舗、または、フリーダイヤルでのご質問も受け付けておりますので、お気軽にご相談ください。

新型コロナウイルス感染症に
対する感染防止対策について

当組合店舗入口に消毒液を設置し、また、お客さま窓口、応接室には飛沫防止スクリーンを設置し、職員による
定期的な消毒作業を実施しております。また、お客さま宅を訪問させていただく際には事前電話確認を行い、渉
外担当者は消毒液を携行するなど、コロナ禍においても、お客さまにとって安心してご来店、ご利用をいただけ
るよう努力を続けてまいります。

店舗環境の整備について

令和３年 10 月に松永支店松永南出張所の改装工事を行いました。個室の応接室や広い相談ブースを設置し、よ
りご相談いただきやすい店舗といたしました。また、令和４年４月には福山東支店の新築建て替えを行いました。
環境負荷の少ない木造建築を採用し、応接・相談スペースを広く取り、駐車場も停めやすいレイアウトといたし
ました。今後も、店舗環境の整備を計画的に実施し、お客さまにとりまして利用しやすい店舗となるよう努力し
てまいります。

実 施 期 間
調査対象者
回 収 率
調 査 方 法

令和４年３月２８日～令和４年４月２５日
当組合でお取引をいただいておりますお客さま （２，００0名）
４５．5％ (９１０名）
郵送および店頭配布

･･･
･･･
･･･
･･･

２	「お客さま満足度アンケート」の実施概要 ３	ご回答いただいたお客さまについて

年齢別

性別等

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

男性 女性

30歳未満 30歳代
40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

法人

法人

4	金融機関を選ぶ際、重視する点は何ですか？
店舗の利便性

職員の態度、知識
有利な商品内容
融資の即効性等
経営の健全性
ニーズの提案

ATMの営業時間
渉外の定期的訪問

情報の提供
地域貢献
その他

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％ 35％

5	当組合では、主に何を利用されていますか？
定期預金、定期積金
普通、当座預金等

事業性融資
年金振込

振込
公共料金
給与振込

インターネットバンキング
カードローン
住宅ローン

個人向けローン
0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％ 35％

6	利用店舗または窓口係の印象について 7	得意先係の印象について
身だしなみ

言葉遣い・マナー

親しみやすさ

スピード・正確さ

商品知識

店内活気・明るさ

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
とても良い　　　普通である　　　良くない

言葉遣い・マナー

相談等

信頼度

お約束

通帳証書等返却

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
とても良い　　　普通である　　　良くない
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日
付22.6/3 6/8 6/15 6/22
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

科　目 第68期
令和3年3月31日現在

第69期
令和4年3月31日現在

（資産の部）
現 金
預 け 金
有 価 証 券

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
貸 出 金

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
そ の 他 資 産

未 決 済 為 替 貸
全信組連出資金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

千円

2,376,288
95,295,504
46,262,585

2,953,466
20,551,116
19,923,560

212,610
2,621,831

224,354,962
1,155,044

26,743,031
192,316,843

4,140,042
1,666,743

55,675
1,074,200

1,649
235,801
299,416
5,297,373
2,236,876
2,680,535

27,735
4,057

348,168
134,063
119,854
14,209
440,583
161,121

△ 3,723,216

千円

2,549,034
87,722,920
44,540,612

1,731,600
20,612,639
19,343,250

156,204
2,696,918

235,470,936
1,062,775

28,222,910
201,848,653

4,336,596
1,528,793

67,726
1,074,200

1,649
233,024
152,192
5,331,646
2,182,518
2,680,535

26,529
103,349
338,713
105,965

91,756
14,209
555,809
76,404

△ 3,532,864

資産の部合計 372,266,010 374,349,257

科　目 第68期
令和3年3月31日現在

第69期
令和4年3月31日現在

（負債の部）	
預 金 積 金

当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

借 用 金
そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 填 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
役員賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証

千円

338,620,549
4,224,842

76,856,772
82,680
85,547

245,091,397
8,459,706
3,819,603
14,100,000
1,766,686

97,700
530,493

9,905
314,284
296,817
148,899
219,384
23,119
44,514
81,566
75,896
3,325

153,868
26,613
29,998
51,480
338,127
161,121

千円

348,674,967
3,443,741

80,188,000
71,605
28,975

252,513,721
8,220,154
4,208,768
5,700,000
2,012,776

95,563
592,254

9,083
413,042
319,988
185,370
239,618
20,998
44,992
91,863
78,757
2,900

151,687
33,358
11,442
54,774
338,127
76,404

負 債 の 部 合 計 355,327,666 357,135,195

（純資産の部） 
出 資 金

普 通 出 資 金
その他の出資金

資 本 剰 余 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
 特 別 積 立 金
   （経営基盤整備積立金）
  当期未処分剰余金

組 合 員 勘 定 計
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

7,878,851
7,518,851

360,000
28,372
28,372

7,923,646
2,550,000
5,373,646
4,500,000

873,646
15,830,869

334,240
773,233
1,107,474

7,874,361
7,514,361

360,000
28,372
28,372

8,389,323
2,750,000
5,639,323
4,800,000

839,323
16,292,056

148,772
773,233
922,005

純 資産の部合計 16,938,343 17,214,062

負債及び純資産の部合計 372,266,010 374,349,257

（△ 2,187,485） （△ 1,854,622）

金額表示は、千円未満を切り捨てて表示しております。貸借対照表

（1,200,000） （1,500,000）
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日
付22.6/3 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

科　目
第68期

　令和2年4月1日
　～令和3年3月31日

第69期
　令和3年4月1日
　～令和4年3月31日

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益 

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益 
受入為替手数料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

預 金 利 息
給付補填備金繰入額
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用
国債等債券償還損
その他の業務費用

経 費 
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

千円

5,873,480
5,370,159
4,911,713

116,197
311,674
30,574

409,954
94,371

315,583
22,490

0
35

22,454
70,875

ー
23,179

10
47,685

4,843,108
455,690
447,831

5,634
2,224

294,742
51,686

243,055
47
30
16

3,113,970
1,956,172
1,065,029

92,768
978,657
404,140
355,193

ー
11,020
45,903

162,398

千円

6,144,329
5,478,950
5,013,522

113,224
289,852
62,351

412,708
78,318

334,390
35,764

ー
556

35,208
216,905
158,287
20,670

407
37,539

5,106,552
434,351
426,894

5,051
2,404

294,492
41,689

252,803
11
ー
11

3,104,268
1,980,325

990,518
133,424

1,273,428
ー

1,052,554
22,655
4,901

45,326
147,989

経 常 利 益 1,030,371 1,037,776

科　目
第68期

　令和2年4月1日
　～令和3年3月31日

第69期
　令和3年4月1日
　～令和4年3月31日

特 別 利 益
特 別 損 失

固定資産処分損
減 損 損 失

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金(当期首残高）
再評価差額金取崩額
当期未処分剰余金

千円

ー
14,219

1,220
12,998

1,016,152
326,936
53,420
380,357
635,795
237,850

ー
873,646

千円

0
4,092
4,092

ー
1,033,684

422,071
△ 44,309
377,761
655,923
183,400

ー
839,323

私は、当組合の令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの第６９期の事業年度における貸借対照表、損益計算
書および剰余金処分計算書の適正性および同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和４年６月１６日

理事長

金額表示は、千円未満を切り捨てて表示しております。損益計算書

貸借対照表、損益計算書及び注記につきましては、「協
同組合による金融事業に関する法律」第５条の８第３
項の規定に基づき、有限責任 あずさ監査法人の監査
を受けております。

科　目
第68期

　令和2年4月1日
　～令和3年3月31日

第69期
　令和3年4月1日
　～令和4年3月31日

当期未処分剰余金
当期未処分剰余金処分額
  利 益 準 備 金
   普 通 出 資 配 当

  特 別 積 立 金
    （経営基盤整備積立金）

千円

873,646
690,246
200,000
190,246
年 2.5％

300,000
300,000

千円

839,323
691,175
300,000
191,175
年 2.5％

200,000
200,000

繰越金（当期末残高） 183,400 148,147

剰余金処分計算書

法定監査の状況

（            ）

（             ）

（            ）

（             ）

深山春幸
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日
付22.6/3
作
業
者
渡辺

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、
表示単位未満を切り捨てて表示しております。
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、そ
の他有価証券については、原則として時価法（売却原価は主として移動平均法により
算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っ
ております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ
り処理しております。
土地の再評価に関する法律（平成 10 年法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行っております。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相
当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

評価差額 1,111 百万円 
再評価に係る繰延税金負債 338 百万円 
土地再評価差額金 773 百万円

(1)　再評価を行った年月日 平成 10 年 3 月 31 日
(2)　当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 904 百万円
(3)　当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 2,016 百万円
(4)　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年政令第 119 号）第２条第４号に定める
地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算基礎となる土地の価額を算定
するために国税庁長官が定めて公表した方法（奥行価格補正、時点修正、近隣売買
事例等による補正等）により算定した価額に合理的な調整を行って算出しております。
同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の
合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は△ 620 百万円
となっております。
有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。
また、主な耐用年数は、建物は30年～47年、その他は3年～18年となっております。
無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフト
ウェアについては、当組合における５年以内の利用可能期間に基づいて償却しており
ます。
外貨建の資産（外国通貨）は、主として決算日の為替相場による円換算額を付してお
ります。
貸倒引当金は、あらかじめ定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」
という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
の債権については、下記部分直接償却額減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、
現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる
債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と
認める額を計上しております。上記以外の債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年
間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去
の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正
を加えて算定しております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店が第 1 次査定を実施し、営業
担当部署から独立した経営支援部が第２次査定を行い、その査定結果に基づいて上
記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から
担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額及び上記個別貸倒引当金計
上額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しております。
　　破綻先及び実質破綻先に対する部分直接償却額　　1,962 百万円
賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく自己都合退職に
よる当期末要支給額相当額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型
企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合理的に
計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として
処理しております。なお、当組合が加入していた全国信用組合厚生年金基金は、令
和 3 年 2 月 23 日付で代行返上・ＤＢ移行に係る厚生労働大臣の認可を受け令和 3
年 3 月 1 日付で解散しました。また、同日に全国信用組合企業年金基金が設立され、
当組合は全国信用組合企業年金基金に加入しました。
全国信用組合企業年金基金は令和 3 年 3 月 1 日に設立され、第 1 期の財政決算報
告書を作成しておりません。
当該企業年金制度に関する事項は次のとおりであります。

（1）　制度全体の積立状況に関する事項（令和 2 年 3 月 31 日現在）
年金資産の額 238,577百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
　最低責任準備金の額との合計額 229,590百万円
差引額 8,987百万円

（2）　制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
（自令和 2 年 4 月 1 日　至令和 3 年 3 月 31 日）1.801%

（3）　補足説明
上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
15,766 百万円および別途積立金 24,753 百万円であります。本制度における
過去勤務債務の償却方法は期間 12 年の元利均等償却であり、当組合は当期
の計算書類上、特別掛金 25 百万円を費用処理しております。なお、（特別掛
金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じるこ
とで算定されるため、）上記（２）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致し
ておりません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する
退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を
計上しております。
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻
請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額
を計上しております。
偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備えるた
め、将来の負担金支出見込額を計上しております。
収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価として収受する収益で
あり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」
があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、
送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものがあります。為替業務及びその他の
役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原
則として、一時点で収益を認識しております。
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しており
ます。
会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、
翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおり
です。
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貸倒引当金　3,532 百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７に記載しております。
主要な仮定は「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得
能力を個別に評価し、設定しております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、
翌事業年度に係る計算書類等における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があ
ります。
会計方針の変更
企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」（令和 2 年 3 月 31 日）等を当
事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更し
ております。この変更による計算書類等への影響は軽微であります。なお、収益認
識会計基準第 89 項に定める経過的な取扱に従い、当事業年度の期首より前に税込
方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等相当額を控
除しておりません。
表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和 2 年 1 月 24 日内
閣府令第 3 号）が令和 4 年 3 月 31 日から施行されたことに伴い、協同組合による
金融事業に関する法律の「リスク管理債権」の区分等を、金融機関の再生のための
緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。
金融商品の状況に関する事項

（1）　金融商品に関する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っており
ます。このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債
の総合的管理 (ＡＬＭ ) をしております。

（2）　金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金で
あります。また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有
目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ
発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されて
おります。なお、為替の変動リスクに晒される外貨建有価証券については、当
組合は保有しておりません。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されて
おります。また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されてお
ります。

（3）　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理

当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案
件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題
債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これら
の与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、融資審議会や定
期的に常勤理事会を開催し、審議・報告を行っております。有価証券の発行
体の信用リスクに関しては、経営企画部において、信用情報や時価の把握を
定期的に行うことで管理しております。

②　市場リスクの管理
（ⅰ）　金利リスクの管理

当組合は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。常勤理事会
において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。日
常的には、経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を統合的に
把握し、月次ベースで常勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、余資運用方針に基づき、
理事会の監督の下、余資運用規程に従い行われております。このうち、経営
企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っ
ております。
保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、経営
企画部で市場環境や財務状況などをモニタリングしています。これらの情報
は経営企画部を通じ、常勤理事会において定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる
金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借
用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間 1 年、過
去 5 年の観測期間で計測される 99 パーセンタイル値を用いた経済価値の
変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分
析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を（固定金
利群と変動金利群に分けて）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を
分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末
現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の 99 パー
センタイル値を用いた経済価値は、978 百万円減少するものと把握しており
ます。当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、
金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。また、金利の合
理的な予想変動幅を超える変動を生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。
さらに、「有価証券」の市場リスク量を VaR により月次で計測し、取得したリ
スク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。当組合の VaR
は分散共分散法 ( 保有期間 6 カ月、信頼区間 99%、観測期間 1 年 ) により
算出しており、令和 4 年 3 月31日現在で市場リスク量 ( 損失額の推計値 )は、
有価証券で 378 百万円であります。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多
様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性
リスクを管理しております。

金融商品の時価等に関する事項
令和 4 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めて
おりません。また、重要性に乏しい科目については、記載を省略しております。

貸 借 対 照表の注記事項

注 記 事 項

貸借対照表計上額 時価 差額
（1）預け金 87,722 87,634 △ 88
（2）有価証券 43,833 43,838 4
　　　満期保有目的 3,799 3,804 4
　　　その他有価証券 40,033 40,033 ー

（3）貸出金（*1） 235,470
　　貸倒引当金（*2） △ 3,530

231,940 238,989 7,049
金融資産計 363,496 370,462 6,965

（1）預金積金 348,674 348,563 △ 111
（2）借用金（*1） 5,700 5,700 0

金融負債計 354,374 354,263 △ 111

（単位：百万円）
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（*1）貸出金及び借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金
額」を記載しております。

（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注 1）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）

金融資産
（1）　預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間
に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割
り引いた現在価値を算定しております。
なお、預け金のうち仕組預け金については、取引金融機関から提示された価
格によっております。

（2）　有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され
た価格によっております。投資信託は取引所の価格又は公表されている基準
価額によっております。

（3）　貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金
及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方
法により算出した時価に代わる金額として記載しております。

① 6ヵ月以上延滞債権については、その帳簿価額
②①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額を市場金利 (OISレート等 ) で割り引いた価額
　なお、仕組貸出については、取引金融機関から提示された価格によって

おります。
金融負債

（1）　預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を
時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区
分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。
その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。

（2）　借用金
借用金については、一定の期間ごとに区分した元利金の合計額を市場金利で
割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載
しております。

（注 2） 市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであ
り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（*1）子会社・子法人等株式、関連法人等株式、非上場株式及び全信組連出資金等
については、企業会計基準適用指針第 19 号「金融商品の時価等の開示に関
する適用指針」（令和 2 年 3 月 31 日）第 5 項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

（*2）組合出資金については、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する
会計基準の適用指針」（令和元年 7 月 4 日）第 27 項に基づき、時価開示の対
象とはしておりません。

（*3）企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第
26 項（令和元年 7 月 4 日）に従い経過措置を適用した私募投資信託（REIT）
については、従前の取扱いを踏襲し、時価開示の対象とはしておりません。

有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。
以下 25 まで同様であります。

（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

（3）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありません。
（4）その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
当期中に売却したその他有価証券は、次のとおりであります。
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当期中に保有目的を変更した債券はありません。
その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予
定額は、次のとおりであります。

協同組合による金融事業に関する法律及び金融機関の再生のための緊急措置に関
する法律に基づく債権は次のとおりであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 1,423 百万円
　危険債権額 4,419 百万円
　三月以上延滞債権額 30 百万円
　貸出条件緩和債権 6,224 百万円
　合計額 12,098 百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手
続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成
績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延
している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し
ないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しており
ます。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分で
きる権利を有しておりますが、その額面金額は 1,062 百万円であります。
当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限
度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は、21,488 百万円であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、
その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契
約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約時
において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定められている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じ
て契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
有形固定資産の減価償却累計額 3,007 百万円
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 112 百万円
子会社等に対する金銭債権総額 ー百万円
子会社等に対する金銭債務総額 13 百万円
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、以下のとおりであり
ます。

繰延税金資産
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 1,287 百万円
　　貸出金償却損金算入限度超過額 11 百万円
　　減価償却超過額 129 百万円
　　退職給付引当金 41 百万円
　　賞与引当金 21 百万円
　　役員退職慰労引当金 9 百万円
　　偶発損失引当金 15 百万円
　　未払事業税 25 百万円
　　その他 53 百万円
　繰延税金資産小計 1,596 百万円
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 975 百万円
　繰延税金資産合計 620 百万円
繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額 56 百万円
　　その他 7 百万円
　繰延税金負債合計 64 百万円
　繰延税金資産の純額 555 百万円

担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産に対応する資産 預け金 22,000 百万円
担保提供している資産に対応する債務 借用金 5,700 百万円
上記のほか、公金取扱い、為替取引、日本銀行歳入復代理店取引のために預け金
3,106 百万円を担保として提供しております。
出資１口当たりの純資産額は、1,145 円 41 銭です。
その他の出資金 360 百万円は、平成 13 年３月 31 日に当組合が発行した優先出
資金を、平成 22 年 10 月１日に協同組織金融機関の優先出資に関する法律第 15
条第１項第１号の規程に基づき消却したことにより、その他の出資金に振り替えた
ものであります。

（単位：百万円）
区　分 貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 （*1） ー
非上場株式 （*1） 52
全信組連出資金等 (*1） 1,074
組合出資金 （*2） 29
私募投資信託（REIT） （*3） 625

合　計 1,782

売却価額 売却益 売却損
83 百万円 0 百万円 22 百万円

損益計算書の注記事項
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記について
は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
子会社等との取引による収益総額 1,210 千円
子会社等との取引による費用総額 17,903 千円
出資 1 口当たりの当期純利益 42 円 75 銭（期中平均出資口数に基づいて算出して
おります。)
企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」（令和 2 年 3 月 31 日）に基
づく顧客との契約から生じる収益の金額は、他の収益と区分表示しておりません。
当事業年度における顧客との契約から生じる収益の金額は、330,378 千円であり
ます。
収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会
計方針とあわせて注記しております。

1

2

3

4

5

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

国　債 ー ー ー
地方債 2,499 2,502 2
社　債 1,300 1,301 1
その他 ー ー ー
小　計 3,799 3,804 4

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 取得原価 差　額

　　株　式 78 75 3
　　債　券 23,125 22,813 312

国　債 1,731 1,704 27
地方債 10,086 9,899 187
社　債 10,386 10,302 83
その他 920 906 14

　　その他 98 81 16
小　計 23,303 22,970 333

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
　　株　式 25 27 △ 1
　　債　券 16,675 16,799 △ 124

国　債 ー ー ー
地方債 8,025 8,100 △ 74
社　債 7,656 7,699 △ 43
その他 992 1,000 △ 7

　　その他 29 30 △ 1
小　計 16,730 16,857 △ 127
合　計 40,033 39,827 205

貸借対照表計上額 時　価 差　額
国　債 ー ー ー
地方債 ー ー ー
社　債 ー ー ー
その他 ー ー ー
小　計 ー ー ー
合　計 3,799 3,804 4

（単位：百万円）
1 年以内 1 年超

5 年以内
5 年超

10 年以内 10 年超
債　券　　 10,416 17,217 12,895 3,071

国　債 706 507 518 ー
地方債 4,402 5,052 10,485 672
社　債 5,308 9,959 1,789 2,285
その他 ー 1,698 101 114

その他　　 ー ー ー ー
合　計 10,416 17,217 12,895 3,071



資
料
編

ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE ケンシンの現況 2022 D ISCLOSURE29

日
付22.6/3 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

項    目
令和2年度 令和3年度

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り
資 金 運 用 勘 定 363,677 5,370 1.47% 371,446 5,478 1.47%

う ち 貸 出 金 217,149 4,911 2.26% 230,548 5,013 2.17%
う ち 預 け 金 99,624 116 0.11% 94,199 113 0.12%
う ち 有 価 証 券 45,828 311 0.68% 45,623 289 0.63%

資 金 調 達 勘 定 349,799 455 0.13% 356,677 434 0.12%
う ち 預 金 積 金 329,316 453 0.13% 344,189 431 0.12%
う ち 借 用 金 20,250 ー 0.00% 12,235 ー 0.00%

◆運用勘定・調達勘定の平均残高、利息、利回り （単位 : 百万円）

資金運用勘定は無利息預け金の平均残高 ( 令和 2 年度 21 百万円、令和 3 年度 86 百万円 ) を控除して表示しております。
なお、金銭信託等運用見合額および金銭信託等運用見合費用はありません。

（ 注 ）
　

項    目 令和2年度 令和3年度

受 取 利 息 の 増 減 115,820 108,791

支 払 利 息 の 増 減 △ 43,152 △ 21,338

◆受取利息および支払利息の増減 （単位 : 千円）

◆役務取引の状況 （単位 : 千円）

項    目 令和2年度 令和3年度

役 務 取 引 等 収 益 409,954 412,708

受 入 為 替 手 数 料 94,371 78,318

その他の受入手数料 99,173 88,075

そ の 他 の 役 務 収 益 216,409 246,314

役 務 取 引 等 費 用 294,742 294,492

支 払 為 替 手 数 料 51,686 41,689

その他の支払手数料 1,045 991

そ の 他 の 役 務 費 用 242,009 251,811

役 務 取 引 等 利 益 115,212 118,216

◆その他業務利益の内訳 （単位 : 千円）

項    目 令和2年度 令和3年度

そ の 他 業 務 収 益 22,490 35,764

国債等債券償還益 35 556

国債等債券売却益 0 ー

そ の 他 の 業 務 収 益 22,454 35,208

そ の 他 業 務 費 用 47 11

国債等債券償還損 30 ー

国債等債券売却損 ー ー

そ の 他 業 務 費 用 16 11

そ の 他 業 務 利 益 22,443 35,752

◆経費の内訳
項    目 令和2年度 令和3年度

人 件 費 1,956,172 1,980,325

報 酬 給 料 手 当 1,586,012 1,625,382

退 職 給 付 費 用 137,244 92,391

そ の 他 232,915 262,550

物 件 費 1,065,029 990,518

事 務 費 394,535 334,863

固 定 資 産 費 191,826 175,654

事 業 費 77,021 63,939

人 事 厚 生 費 29,444 35,431

減 価 償 却 費 274,482 283,338

そ の 他 97,719 97,291

税 金 92,768 133,424

経 費 合 計 3,113,970 3,104,268

（単位 : 千円）

損益の状況

項    目 令和2年度 令和3年度
資 金 運 用 収 益 5,370,159 5,478,950
資 金 調 達 費 用 455,690 434,351

資 金 運 用 収 支 4,914,469 5,044,599
役 務 取 引 等 収 益 409,954 412,708
役 務 取 引 等 費 用 294,742 294,492

役 務 取 引 等 収 支 115,212 118,216
そ の 他 業 務 収 益 22,490 35,764
そ の 他 業 務 費 用 47 11

そ の 他 の 業 務 収 支 22,443 35,752
業 務 粗 利 益 5,052,125 5,198,568
業 務 粗 利 益 率 1.38% 1.39%
業 務 純 益 1,884,115 2,094,299
実 質 業 務 純 益 1,938,154 2,094,299
コ ア 業 務 純 益 1,938,148 2,093,742

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。） 1,938,148 2,093,742

◆業務粗利益および業務純益等 （単位 : 千円）

業務純益 = 業務収益 −（業務費用 − 金銭の信託運用見合費用）3. 
実質業務純益 = 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額4. 
コア業務純益 = 実質業務純益 −  国債等債権損益5. 

資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（令和 2 年度・令和 3 年
度費用はともにありません。）を控除して表示しております。

（ 注 ）
　

1. 

業務粗利益率 =2. 
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100
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日
付22.6/3 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

◆預金種目別平均残高

種      目
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比
流 動 性 預 金 79,701 24.20% 86,312 25.08%
定 期 性 預 金 249,117 75.65% 257,363 74.77%

う ち 定 期 積 金 8,206 2.49% 8,271 2.40%
そ の 他 の 預 金 498 0.15% 514 0.15%

合　計 329,316 100.00% 344,189 100.00%

（単位 : 百万円） ◆預金者別残高 （単位 : 百万円）

区　分 令和2年度 令和3年度
金  額 構成比 金  額 構成比

個 人 287,141 84.80% 298,279 85.55%

法 人 51,479 15.20% 50,395 14.45%

一 般 法 人 41,056 12.12% 38,513 11.05%

金 融 機 関 3,754 1.11% 4,187 1.20%

公 金 3,420 1.01% 4,131 1.18%

そ の 他 3,247 0.96% 3,563 1.02%

合　計 338,620 100.00% 348,674 100.00%

流動性預金 = 当座預金 + 普通預金 + 貯蓄預金 + 通知預金
定期性預金 = 定期預金 + 定期積金
その他の預金 = 別段預金 + 納税準備預金

1.
2.
3.

（ 注 ）
　

◆財形貯蓄残高 （単位 : 百万円）

項　目 令和2年度 令和3年度

財 形 貯 蓄 残 高 101 96

◆定期預金種類別残高

科      目
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比
固 定 金 利 245,090 100.00% 252,512 100.00%
変 動 金 利 1 0.00% 1 0.00%
そ の 他 ー ー ー ー

合　計 245,091 100.00% 252,513 100.00%

（単位 : 百万円）

◆常勤役職員 1 人当たりの預金および貸出金残高 （単位 : 百万円）

項　目 令和2年度 令和3年度

常勤役職員 1 人当たりの預金残高 1,095 1,093

常勤役職員 1 人当たりの貸出金残高 726 738

◆ 1 店舗当たりの預金および貸出金残高 （単位 : 百万円）

項　目 令和2年度 令和3年度

1 店 舗 当 た り の 預 金 残 高 13,544 14,528

1 店 舗 当 た り の 貸 出 金 残 高 8,974 9,811

◆預貸率および預証率
項　目 令和2年度 令和3年度

預 貸 率
（ ） 65.93% 66.98%
（ 期　　      末 ） 66.25% 67.53%

預 証 率
（ ） 13.91% 13.25%
（ 期　　      末 ） 13.66% 12.77%

期 中 平 均

期 中 平 均

営業の状況

預金業務営業の状況

諸比率

◆総資金利鞘
項　目 令和2年度 令和3年度

資 金 運 用 利 回（a） 1.47% 1.47%
資 金 調 達 原 価 率（b） 1.02% 0.99%
総 資 金 利 鞘（a-b） 0.45% 0.48%

資金運用利回 = ×100（ 注 ）
　

資金運用収益
資金運用勘定計平均残高

資金調達原価率 = ×100資金調達費用-金銭の信託運用見合費用+経費
資金調達勘定計平均残高

◆総資産利益率
項　目 令和2年度 令和3年度

総 資 産 経 常 利 益 率 0.27% 0.27%
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.17% 0.17%

（ 注 ）
　

総資産経常（当期純）利益率 = ×100経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高
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日
付22.6/3 6/8 6/15 6/22
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

（単位 : 百万円）

業  種  別
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比
製 造 業 11,674 5.20% 11,858 5.04%
農 業 、林 業 234 0.10% 222 0.09%
漁 業 124 0.06% 126 0.05%
鉱業  、採石業  、砂利採取業 3 0.00% 1 0.00%
建 設 業 22,314 9.95% 23,525 9.99%
電気・ガス・熱供給・水道業 191 0.09% 305 0.13%
情 報 通 信 業 217 0.10% 222 0.09%
運 輸 業  、 郵 便 業 8,190 3.65% 8,493 3.61%
卸 売 業  、 小 売 業 15,050 6.71% 15,517 6.59%
金 融 業  、 保 険 業 3,165 1.41% 3,079 1.31%
不 動 産 業 63,285 28.21% 68,613 29.14%
物 品 賃 貸 業 667 0.30% 548 0.23%
学術研究 、専門・技術サービス 3,702 1.65% 3,083 1.31%
宿 泊 業 5,093 2.27% 4,729 2.01%
飲 食 業 4,577 2.04% 4,631 1.97%
生活関連サービス業、娯楽業 6,195 2.76% 6,244 2.65%
教育  、学習支援業 880 0.39% 786 0.33%
医 療  、 福 祉 4,588 2.04% 4,628 1.97%
その他のサービス業 8,213 3.66% 9,316 3.96%
そ の 他 の 産 業 515 0.23% 500 0.21%

小　計 158,887 70.82% 166,435 70.68%
地 方 公 共 団 体 1,430 0.64% 1,046 0.44%
個 人 64,036 28.54% 67,989 28.87%

合　計 224,354 100.00% 235,470 100.00%

◆貸出金業種別残高・構成比

（単位 : 百万円）◆貸出金使途別残高

区　分
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比

運 転 資 金 87,834 51.04% 85,257 47.60%

設 備 資 金 84,243 48.96% 93,858 52.40%

合　計 172,077 100.00% 179,115 100.00%

（単位 : 百万円）◆消費者ローン・住宅ローン残高

区　分
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 5,977 11.43% 6,358 11.28%
住 宅 ロ ー ン 46,299 88.57% 49,996 88.72%

合　計 52,276 100.00% 56,354 100.00%

（単位 : 百万円）◆貸出金担保別残高

区　分
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比

当 組 合 預 金 積 金 818 0.36% 768 0.33%

有 価 証 券 1 0.00% 1 0.00%

動 産 895 0.40% 1,082 0.46%

不 動 産 148,290 66.10% 160,522 68.17%

そ の 他 ー 0.00% ー 0.00%

小　計 150,006 66.86% 162,375 68.96%

保 証 協 会 ・ 保 証 会 社 30,265 13.49% 31,623 13.43%

保 証 人 38,615 17.21% 36,381 15.45%

信 用 5,467 2.44% 5,090 2.16%

合　計 224,354 100.00% 235,470 100.00%

（単位 : 百万円）◆貸出金金利区分別残高

区　分
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比
固 定 金 利 貸 出 67,917 30.27% 70,132 29.78%
変 動 金 利 貸 出 156,437 69.73% 165,338 70.22%

合　計 224,354 100.00% 235,470 100.00%

◆貸出金種類別平均残高

科      目
令和2年度 令和3年度

金  額 構成比 金  額 構成比
割 引 手 形 1,109 0.51% 1,093 0.47%
手 形 貸 付 28,366 13.06% 27,902 12.10%
証 書 貸 付 183,066 84.30% 197,417 85.63%
当 座 貸 越 4,606 2.12% 4,134 1.79%

合　計 217,149 100.00% 230,548 100.00%

（単位 : 百万円）

◆貸倒引当金の残高

区　分
令和2年度 令和3年度

金　額 増減額 金　額 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 1,535 54 1,678 142

個 別 貸 倒 引 当 金 2,187 313 1,854 △ 332

合　計 3,723 367 3,532 △ 190

（単位 : 百万円）

◆貸出金償却額

区　分
令和2年度 令和3年度

金　額 増減額 金　額 増減額
貸 出 金 償 却 額 355 △ 323 1,052 697

（単位 : 百万円）

（単位 : 百万円）◆代理貸付残高の内訳
項　目 令和2年度 令和3年度

（株）商工組合中央金庫 40 27
（株）日本政策金融公庫 51 42
（独）住宅金融支援機構 1,915 1,695
（独）福 祉 医 療 機 構 2 2
そ の 他 ー ー

合　計 2,010 1,768
住宅金融支援機構の残高には、年金併せ貸を含みます。（ 注 ）

営業の状況
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日
付22.6/3 6/8 6/15 6/16 6/22
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

◆協金法開示債権（リスク管理債権）および金融再生法開示債権の保全・引当状況

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。 

「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ
ない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。 

「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。 
「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（１及び２に掲げるものを除く。）です。 
「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。 

「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。 
「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。 
「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。 
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利
息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第 2 条第 3 項）によるものに限る。）貸
出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行って
いる場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。
金額は決算後（償却後）の計数です。なお資産の自己査定により「実質破綻先」及び「破綻先」と判断した先のⅣ分類（1,962 百万円）について、部分直
接償却を実施しております。

1.

2.

3.
4.
5.

6.
7.
8.
9.

10.

（ 注 ）
　

（単位 : 百万円）　

区　　分 年　　度 残 高
(A)

担 保・保 証 額
（B）

貸 倒 引 当 金
（C）

保 全 率
（B+C）/（A）

引 当 率
C/（A–B）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和2年度 1,122 990 132 100.00% 100.00%

令和3年度 1,423 1,279 143 100.00% 100.00%

危 険 債 権
令和2年度 5,149 1,724 2,054 73.39% 60.00%

令和3年度 4,419 1,568 1,710 74.19% 60.00%

要 管 理 債 権
令和2年度 5,282 1,640 572 41.87% 15.70%

令和3年度 6,255 1,830 834 42.61% 18.86%

三月以上延滞債権
令和2年度 395 93 42 34.43% 14.17%

令和3年度 30 17 4 71.39% 31.81%

貸出条件緩和債権
令和2年度 4,887 1,546 529 42.48% 15.84%

令和3年度 6,224 1,812 830 42.47% 18.83%

小 　 　 計
令和2年度 11,555 4,355 2,759 61.57% 38.32%

令和3年度 12,098 4,678 2,689 60.90% 36.24%

正 常 債 権
令和2年度 213,061

令和3年度 223,549

合 　 　 計
令和2年度 224,616

令和3年度 235,648

融資・為替業務

◆外国為替取扱高
項      目 令和2年度 令和3年度

貿 易 71,068 －

輸 出 － －

輸 入 71,068 －

貿 易 外 1,333,125 －

合　計 1,404,194 －

（単位 : 米ドル）

◆外貨建資産残高 （単位 : 米ドル）

項　　目 令和2年度 令和3年度
外 貨 建 資 産 残 高 － －

◆内国為替取扱実績

区　　分
令和2年度 令和3年度

件　数 金  額 件　数 金  額

送金・
振込

他の金融
機関向け 222,473 171,637 281,962 208,200

他の金融
機関から 198,732 182,599 289,256 214,177

代金
取立

他の金融
機関向け 277 269 250 219

他の金融
機関から 554 435 508 292

（単位 : 件、百万円）
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日
付22.6/3 6/8 6/15 6/16 6/22 6/24
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺 渡辺

資
料
編

◆有価証券種類別・残存期間別残高
令和2年度 令和3年度

1 年以内 1 年超
5 年以内

5 年超
10 年以内 10 年超 期間の定め

のないもの
種類別
合計 1 年以内 1 年超

5 年以内
5 年超

10 年以内 10 年超 期間の定め
のないもの

種類別
合計

国 債 1,500 1,225 226 － － 2,953 706 507 518 － － 1,731
地 方 債 2,403 7,881 9,581 684 － 20,551 4,402 5,052 10,485 672 － 20,612
社 債 2,305 12,022 3,603 1,992 － 19,923 5,308 9,959 1,789 2,285 － 19,343
株 式 － － － － 212 212 － － － － 156 156
そ の 他 の 証 券 100 1,805 － 217 497 2,621 － 1,698 101 114 783 2,696

合　計 6,310 22,935 13,411 2,894 710 46,262 10,416 17,217 12,895 3,071 939 44,540

（単位 : 百万円）

（単位 : 百万円）◆有価証券種類別平均残高

区　分 令和2年度 令和3年度
金  額 構成比 金  額 構成比

国 債 3,010 6.57% 2,647 5.80%
地 方 債 19,878 43.37% 20,669 45.30%
社 債 20,131 43.93% 19,723 43.23%
株 式 292 0.64% 147 0.32%
そ の 他 の 証 券 2,514 5.49% 2,435 5.34%

合　計 45,828 100.00% 45,623 100.00%
当組合は、商品有価証券を保有しておりません。（注）

営業の状況 証券業務

◆有価証券の時価等情報

子会社・子法人等株式、関連法人等株式、非上場株式および全信組連出
資金等については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価等
の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時価開
示の対象とはしておりません。
組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に
関する会計基準の適用指針」（令和元年７月４日）第２７項に基づき、時価
開示の対象とはしておりません。
企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用指
針」第２６項（令和元年７月４日）に従い経過措置を適用した私募投資信託

（REIT）については、従前の取扱いを踏襲し、時価開示の対象とはして
おりません。

1.

2.

3.

（注）
　

○市場価格のない株式および組合出資金
令和2年度 令和3年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子会社・子法人等株式 － －
非上場株式 52 52
全信組連出資金等 1,075 1,074
組合出資金 32 29
私募投資信託（REIT） 308 625

合　計 1,468 1,782

（単位 : 百万円） 上記の「その他」は、外国証券および投資信託等です。
市場価格のない株式等および組合出資金は本表には含めておりません。

1.
2.

（注）
　

○その他有価証券

種類
令和2年度 令和3年度

貸借対照
表計上額

取得
原価 差額 貸借対照

表計上額
取得
原価 差額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株 式 92 75 17 78 75 3
国 債 1,653 1,611 42 1,731 1,704 27
地方債 12,564 12,299 264 10,086 9,899 187
社 債 14,152 14,003 149 10,386 10,302 83
その他 1,855 1,812 43 1,019 987 31
小 計 30,319 29,802 516 23,303 22,970 333

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株 式 67 75 △ 7 25 27 △ 1
国 債 － － － － － －
地方債 4,187 4,200 △ 12 8,025 8,100 △ 74
社 債 3,470 3,500 △ 29 7,656 7,699 △ 43
その他 425 430 △ 4 1,022 1,030 △ 8
小 計 8,151 8,206 △ 54 16,730 16,857 △ 127

合　計 38,470 38,008 462 40,033 39,827 205

（単位 : 百万円）○満期保有目的の債券

種類
令和2年度 令和3年度

貸借対照
表計上額 時価 差額 貸借対照

表計上額 時価 差額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

国 債 1,299 1,312 12 － － －
地方債 3,799 3,838 38 2,499 2,502 2
社 債 2,299 2,322 22 1,300 1,301 1
その他 － － － － － －
小 計 7,399 7,473 74 3,799 3,804 4

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

国 債 － － － － － －
地方債 － － － － － －
社 債 － － － － － －
その他 － － － － － －
小 計 － － － － － －

合　計 7,399 7,473 74 3,799 3,804 4

（単位 : 百万円）

上記の「その他」は、外国証券および投資信託等です。（注）

◆商品有価証券の種類別平均残高
残高はございません。

◆公共債窓販実績 （単位 : 百万円）

項      目 令和2年度 令和3年度
国 債 － －

◆先物取引の時価情報
残高はございません。

◆オプション取引の時価情報 
残高はございません。

オフバランス取引とは、金利スワップ・通貨スワップ・先物外国為替取引・
金利オプション（買）・通貨オプション（買）・その他金融派生商品をい
います。

（注）

◆オフバランス取引の状況
残高はございません。

◆公共債引受額
該当はございません。
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日
付22.6/3 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

資
料
編

34

自己資本の充実の状況について
Ⅰ . 自己資本の構成に関する事項

項　　目 令和 2年度 令和 3年度

コア資本に係る基礎項目（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 15,640 16,100

うち、出資金及び資本剰余金の額 7,907 7,902

うち、利益剰余金の額 7,923 8,389

うち、外部流出予定額（△） 190 191

うち、上記以外に該当するものの額 ー －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,587 1,733

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,587 1,733

うち、適格引当金コア資本算入額 ー ー

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額 150 100

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 17,377 17,933

コア資本に係る調整項目（２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 96 76

うち、のれんに係るものの額 ー ー

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 96 76

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ー ー

適格引当金不足額 ー ー

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ー ー

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ー ー

前払年金費用の額 ー ー

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ー ー

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ー ー

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ー ー

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 ー ー

特定項目に係る10％基準超過額 ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ー ー

特定項目に係る15％基準超過額 ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ー ー

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 96 76

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 17,280 17,857

リスク・アセット等（３）

信用リスク・アセットの額の合計額 197,534 208,272

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 1,111 1,111

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） ー ー

うち、繰延税金資産 ー ー

うち、前払年金費用 ー ー

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ー ー

うち、上記以外に該当するものの額 1,111 1,111

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 9,250 9,561

信用リスク・アセット調整額 ー ー

オペレーショナル・リスク相当額調整額 ー ー

リスク・アセットの額の合計額 （ニ） 206,784 217,834

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.35% 8.19%

（注）1.「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己
資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。

2.「うち、一般貸倒引当金コア資本算入額」には、偶発損失引当金のうち、一般貸倒引当金に準じるものを含んでおります。

（単位 : 百万円）
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日
付22.6/3 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺

令和2年度 令和3年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ . 信 用 リ ス ク・ア セ ット 、所 要 自 己 資 本 の 額 合 計 197,534 7,901 208,272 8,330

① 標準的手法が適用される
ポートフォリオごとのエクスポージャー 195,943 7,837 206,291 8,251

i ソ ブ リ ン 向 け 963 38 891 35

ii 金 融 機 関 向 け 17,618 704 17,742 709

iii 法 人 等 向 け 50,435 2,017 54,476 2,179

iv 中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け 40,055 1,602 41,849 1,673

v 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 8,858 354 9,209 368

vi 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 59,551 2,382 64,798 2,591

vii 三 月 以 上 延 滞 等 1,602 64 1,267 50

viii 出 資 等 33 1 31 1

出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 33 1 31 1

重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー

ⅸ
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

ー ー ー ー

ⅹ
信用協同組合連合会の対象普通出資等であって
コア資本にかかる調整項目の額に算入されなかっ
た部分に係るエクスポージャー

1,074 42 1,074 42

ⅺ そ の 他 15,749 629 14,951 598

② 証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 479 19 869 34

ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 479 19 869 34

マ ン デ ー ト 方 式 ー ー ー ー

蓋 然 性 方 式 （ 2 5 0 ％ ） ー ー ー ー

蓋 然 性 方 式 （ 4 0 0 ％ ） ー ー ー ー

フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 （ 1 2 5 0 ％ ） ー ー ー ー

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 1,111 44 1,111 44

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー
ジャーにかかる経過措置によりリスク・アセットの額に算
入されなかったものの額

ー ー ー ー

⑥ CVA リ ス ク 相 当 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額 ー ー ー ー

⑦ 中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー

ロ . オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 9,250 370 9,561 382

ハ .　総 所 要 自 己 資 本 額 （ イ + ロ ） 206,784 8,271 217,834 8,713

自己資本の充実の状況について
Ⅱ . 定量的な開示事項
◆自己資本の充実度に関する事項 （単位 : 百万円）

所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額です。
「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以
外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーおよび「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融
商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

「その他」とは、（ⅰ）～（ⅶ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には、有形固定資産、無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
当組合は、オペレーショナル・リスクについて基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉        

（ 注 ）

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数 ÷8%

単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％7.

1.
2.
3.

4.

5.
6.

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
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信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
◆信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高 〈業種別および残存期間別〉 （単位 : 百万円）

「貸出金、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高のほか、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を
除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部または一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、
現金、預け金、投資信託、有形固定資産等の資産が含まれます。
CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

1.

2.
3.

4.
5.

（ 注 ）
　

エクスポージャー
区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメントおよ
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　券 デリバティブ取引 その他

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

国 内 373,865 375,968 224,516 235,547 43,428 41,687 ー ー 105,920 98,733 1,410 1,266

国 外 2,124 1,913 ー ー 2,124 1,913 ー ー ー ー ー ー

地 域 別 合 計 375,989 377,882 224,516 235,547 45,552 43,601 ー ー 105,920 98,733 1,410 1,266

製 造 業 16,379 16,882 11,674 11,887 4,705 4,994 ー ー ー ー 20 48

農 業 　 、 林 業 234 222 234 222 ー ー ー ー ー ー 1 ー

漁 業 124 126 124 126 ー ー ー ー ー ー ー ー

鉱業 、採石業 、砂利採取業 3 1 3 1 ー ー ー ー ー ー ー ー

建 設 業 22,715 24,024 22,315 23,526 399 498 ー ー ー ー 77 115

電気 、ガス 、熱供給 、水道業 3,391 3,625 191 305 3,040 3,216 ー ー 160 103 ー ー

情 報 通 信 業 927 927 217 222 705 700 ー ー 4 4 ー ー

運 輸 業　、 郵 便 業 10,225 9,515 8,231 8,520 1,994 994 ー ー ー ー ー ー

卸 売 業　、 小 売 業 16,160 16,820 15,050 15,517 1,110 1,302 ー ー 0 0 216 86

金 融 業　、 保 険 業 105,768 97,680 3,165 3,079 6,155 5,728 ー ー 96,447 88,872 ー ー

不 動 産 業 65,582 70,989 63,383 68,613 1,734 1,622 ー ー 465 753 67 48

物 品 賃 貸 業 667 548 667 548 ー ー ー ー ー ー ー 264

学術研究、専門・技術サービス業 3,702 3,083 3,702 3,083 ー ー ー ー ー ー 51 47

宿 泊 業 5,093 4,729 5,093 4,729 ー ー ー ー ー ー ー ー

飲 食 業 4,577 4,631 4,577 4,631 ー ー ー ー ー ー 0 ー

生活関連サービス業 、娯楽業 6,308 6,355 6,208 6,255 99 99 ー ー ー ー 556 363

教 育　、 学 習 支 援 業 880 786 880 786 ー ー ー ー ー ー ー 0

医 療 　 、 福 祉 4,788 4,828 4,588 4,628 200 200 ー ー ー ー 6 ー

そ の 他 の サ ー ビ ス 8,217 9,320 8,213 9,316 ー ー ー ー 3 3 174 174

そ の 他 の 産 業 715 699 515 500 200 198 ー ー ー ー ー ー

国  ・ 地 公 体 等 26,637 25,090 1,430 1,046 25,206 24,043 ー ー ー ー ー ー

個 人 64,045 67,996 64,045 67,996 ー ー ー ー ー ー 238 117

そ の 他 8,839 8,995 ー ー ー ー ー ー 8,839 8,995 ー ー

業 種 別 合 計 375,989 377,882 224,516 235,547 45,552 43,601 ー ー 105,920 98,733 1,410 1,266

1 年 以 下 99,523 100,777 33,512 33,159 6,310 10,416 ー ー 59,701 57,201

1 年 超 3 年 以 下 49,627 43,746 9,758 13,291 12,868 7,955 ー ー 27,000 22,500

3 年 超 5 年 以 下 21,905 21,741 9,838 9,479 10,066 9,262 ー ー 2,000 3,000

5 年 超 7 年 以 下 16,191 13,570 9,337 9,145 6,853 4,425 ー ー ー ー

7 年 超 1 0 年 以 下 41,924 43,775 35,366 35,305 6,557 8,470 ー ー ー ー

10　　　 年　　　 超 129,376 138,094 126,481 135,022 2,894 3,071 ー ー ー ー

期間の定めのないもの 17,440 16,176 221 144 ー ー ー ー 17,219 16,032

残 存 期 間 別 合 計 375,989 377,882 224,516 235,547 45,552 43,601 ー ー 105,920 98,733

地域区分
業種区分
期間区分
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１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地区別」の区分は省略しております。
２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（ 注 ）

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増減額 期末残高
令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

製 造 業 256 258 1 1 258 259 ー ー
農 業  、 林 業 1 1 0 8 1 10 2 ー
漁 業 ー ー ー ー ー ー ー ー
鉱業 、採石業 、砂利採取業 ー ー ー ー ー ー ー ー
建 設 業 58 58 0 23 58 82 84 8
電気 、ガス 、熱供給 、水道業 ー ー ー ー ー ー ー ー
情 報 通 信 業 ー ー ー ー ー ー ー ー
運 輸 業   、 郵 便 業 72 67 △ 4 31 67 99 ー 40
卸 売 業   、 小 売 業 127 249 121 △ 48 249 201 74 0
金 融 業   、 保 険 業 ー ー ー ー ー ー ー ー
不 動 産 業 104 110 6 △ 9 110 101 109 1
物 品 賃 貸 業 ー ー ー 129 ー 129 ー ー
学術研究 、専門・技術サービス業 61 53 △ 7 8 53 62 17 25
宿 泊 業 42 43 1 0 43 44 ー ー
飲 食 業 391 397 6 △ 350 397 47 74 614
生活関連サービス業、娯楽業 ー ー ー 126 ー 126 △ 30 △ 4
教 育  、 学 習 支 援 業 ー 44 44 △ 44 44 ー ー 74
医 療   、 福 祉 590 671 80 △ 166 671 504 3 154
そ の 他 の サ ー ビ ス 23 65 42 △ 20 65 45 0 32
そ の 他 の 産 業 ー ー ー ー ー ー ー ー
国  ・ 地 公 体 等 ー ー ー ー ー ー ー ー
個 人 144 164 19 △ 23 164 140 17 105

合　　　　計 1,874 2,187 313 △ 332 2,187 1,854 355 1,052

◆業種別の個別貸倒引当金および貸出金償却の残高等 （単位 : 百万円）

◆信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位 : 百万円）
適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
信 用 リ ス ク 削 減 手 法 が 適 用 さ れ た エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 1,388 1,322 1,783 2,509 ー ー

① ソ ブ リ ン 向 け ー ー 801 801 ー ー
② 金 融 機 関 向 け ー ー ー ー ー ー
③ 法 人 等 向 け 622 637 33 693 ー ー
④ 中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け 628 558 940 1,004 ー ー
⑤ 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 3 3 ー ー ー ー
⑥ 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 129 121 8 9 ー ー
⑦ 三 月 以 上 延 滞 等 ー ー 0 0 ー ー
⑧ 出 資 等 ー ー ー ー ー ー

出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー ー ー
重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー ー ー

⑨ そ の 他 4 1 ー ー ー ー
１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
２．上記「保証」には、告示（平成 18 年金融庁告示第 22 号）第 45 条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、
 第 46 条（株式会社地域経済活性化支援機構により保証されたエクスポージャー）を含みません。
３．「その他」とは、①～⑧に区分されないエクスポージャーです。

（ 注 ）
　

◆リスク・ウェイトの区分ごとの
　エクスポージャーの額等 （単位 : 百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト

区分

エクスポージャーの額
令和2年度 令和3年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0％ 5,809 38,422 4,807 38,307
10％ ー 8,831 ー 8,109
20％ 75,551 29,530 67,936 29,529
35％ ー 25,313 ー 26,316
50％ 13,271 195 13,610 125
75％ ー 52,782 ー 55,017
100％ 451 121,978 603 130,161
150％ ー 865 ー 591
250% ー ー ー ー
1250% ー ー ー ー
その他 ー ー ー ー
合　計 95,084 277,920 86,957 288,159
１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
２． エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分してい

ます。
３． コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入を除く）、

CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（ 注 ）

◆一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高
　および期中の増減額 （単位 : 百万円）

期首残高 期中増減額 期末残高

一 般 貸 倒
引 当 金

令和2年度 1,481 54 1,535

令和3年度 1,535 142 1,678

個 別 貸 倒
引 当 金

令和2年度 1,874 313 2,187

令和3年度 2,187 △ 332 1,854

合 　 計
令和2年度 3,355 367 3,723

令和3年度 3,723 △ 190 3,532

◆派生商品取引および長期決済期間取引の
　取引相手のリスクに関する事項

該当はございません。

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
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38

◆出資等エクスポージャーの売却および
　償却に伴う損益の額	 （単位 : 百万円）

令和2年度 令和3年度
売 却 益 ー 0
売 却 損 ー 22
償 却 11 4

出資等エクスポージャーには、上場株式、非上場株式のほかに、その他資
産勘定に出資として計上している非上場の出資を含めています。

（ 注 ）

◆貸借対照表で認識され、かつ損益計算書で
　認識されない評価損益の額 （単位 : 百万円）

令和2年度 令和3年度
評 価 損 益 30 17

（ 注 ）「貸借対照表で認識され、かつ損益計算書で認識されない評価損益の額」
とは、その他有価証券の評価損益です。

◆貸借対照表および損益計算書で
　認識されない評価損益の額 （単位 : 百万円）

令和2年度 令和3年度
評 価 損 益 ー ー

「貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会
社株式および関連会社の評価損益です。

（ 注 ）

投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）
のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上
場株式等に含めて記載しています。

（ 注 ）

◆貸借対照表計上額および時価 （単位 : 百万円）

区　分
令和2年度 令和3年度

貸借対照表
計上額 時　　価 貸借対照表

計上額 時　　価

上場株式等 317 317 232 232
非上場株式等 1,468 1,468 1,782 1,782

合　計 1,785 1,785 2,014 2,014

出資等エクスポージャーに関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項
◆証券化エクスポージャーに関する事項

該当はございません。

当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金および利益剰余金等により構成されています。 （単位 : 百万円）

令和2年度 令和3年度
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 7,518 7,514
発 行 主 体 広島県信用組合
資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資

自己資本調達手段の概要

金利リスクに関する事項

ΔＥＶＥの最大値／自己資本の額＝14.551％であり、過大なリスクテイクを行っているとは判断して
おりません。

「リスク管理の方針および手続の概要」
金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、
将来の収益性に対する影響を指しますが、当組合では、「市場リス
ク管理方針」および「市場リスク管理規程」に基づき適正な管理を
行っております。常勤理事会への報告を定期的に実施し、経営体力
と比べ適正な水準にリスク・コントロールを行っております。
なお、金利リスク計測の頻度は四半期としております。

「金利リスクの算定方法の概要」
計測対象とした資産・負債
貸出金・有価証券・預け金・預金・借用金など、金利・期間を有す
る資産・負債
・流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期 1.25年
・流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期 5年
・ コア預金およびその前提　金融庁告示の保守的な前提の反映に

より考慮
・コア預金に割り当てられた金利改定の平均満期 2.5年
・固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提
　考慮しておりません
・ 複数の通貨の集計方法およびその前提　1通貨円のみであり、そ

れ以外の通貨は保有しておりません
・スプレッドに関する前提　考慮しておりません
・ 内部モデルの使用等、重大な影響を及ぼすその他の前提　内部

モデルは使用しておりません

（単位 : 百万円）

ＩＲＲＢＢ1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

ΔEVE ΔNII
令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度

1 上方パラレルシフト 1,790 1,978 △742 △525
2 下方パラレルシフト 0 0 26 8
3 スティープ化 2,598 2,601
4 フラット化 ー ー
5 短期金利上昇 ー ー
6 短期金利低下 ー ー
7 最大値 2,598 2,601 26 8

ホ ヘ
令和3年度 令和2年度

8 自己資本の額 17,857 17,280
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役員等の報酬体系

■ 対象役員

■ 対象職員等

　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事および常勤監事をいいます。対象役員に対
する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」および「賞与」、在任期間中の職務執行および特別功労の
対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、当組合の職員、当組合の
主要な連結子法人の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組
合の業務および財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和3年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

1.報酬体系の概要

3.その他

【基本報酬および賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬および賞与につきましては、総代会において理事全員および監事全員
それぞれの支払総額の最高限度額を決定しています。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年
度の業績等を勘案し、当組合の理事会において決定しています。また、各監事の基本報酬額につきまして
は、監事の協議により決定しています。

　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関す
る事項であって、信用組合等の業務の運営または財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長
官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第23号）第3条第1項第3号および第5
号に該当する事項はありません。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後に、支
払います。なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程
で定めています。
a．決定方法　b．支払手段　c．決定時期と支払時期

対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。  
「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等をいいます。
「同等額」は、令和2年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としています。
当組合の職員の給与、賞与および退職金は当組合における「給与規程」および「退職金規程」に基づき支払っています。
なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機
づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

1.
2.
3.
4.

（ 注 ）

区分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
理　事 92 130
監　事 13 20
合　計 105 150

2.役員に対する報酬

上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号「附属明細書」における役員に対する報酬です。
支払人数は、理事13名、監事3名です（退任役員を含む）。

1.
2.

（ 注 ）

（単位 : 百万円）
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◆当組合および子会社等の主要事業内容・組織構成

項　目 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 5,885,022 6,158,126
経 常 利 益 1,033,055 1,042,456
当 期 純 利 益 637,543 659,195
純 資 産 額 16,947,763 17,226,898
総 資 産 額 372,268,770 374,351,681
自 己 資 本 比 率 8.36% 8.20%

◆連結の業務指標 （単位 : 千円）

当組合グループは、当組合、子会社である株式会社信栄の１社で構成され、
信用組合業務を中心に、金融サービスを提供しております。
株式会社信栄は、当組合に係る事務代行、損害保険代理業の業務を行って
おります。

[ 当組合グループ組織図 ]

当組合 （株）信栄 （子会社、100%出資会社）

科　目 令和2年度 令和3年度
資産の部

現 金 預 け 金
有 価 証 券
貸 出 金
そ の 他 資 産
有 形・ 無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
( うち個別貸倒引当金 )

97,671,793
46,262,585

224,354,962
1,667,902
5,433,037

440,583
161,121

△ 3,723,216
( △ 2,187,485

90,271,955
44,540,612

235,470,936
1,530,139
5,438,689

555,809
76,404

△ 3,532,864
( △ 1,854,622

資産の部計 372,268,770 374,351,681
負債の部

預 金 積 金
借 用 金
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証

338,610,814
14,100,000
1,769,332

75,896
3,325

154,297
26,613
29,998
51,480

338,127
161,121

348,661,554
5,700,000
2,015,777

78,757
2,900

151,687
33,358
11,442
54,774

338,127
76,404

負債の部計 355,321,006 357,124,782
純資産の部

出 資 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

7,873,101
28,372

7,938,815
334,240
773,233

7,868,611
28,372

8,407,909
148,772
773,233

純 資 産 の 部 合 計 16,947,763 17,226,898
負債・少数株主持分・純資産の部の計 372,268,770 374,351,681

◆連結貸借対照表 （単位 : 千円）

[ 連結貸借対照表注記事項 ]
親組合の固定資産の減価償却は、それぞれ次のとおり実施しております。
　建  物     定額法を採用し、税法基準の償却率によっております。
　動  産     定額法を採用し、税法基準の償却率によっております。
　その他     定額法を採用し、税法基準の償却率によっております。
連結される子会社の固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、定
率法により償却しております。
有形固定資産の減価償却累計額   3,008 百万円 
出資 1 口当たり純資産額    1,147 円 14 銭
その他の会計処理については、親組合の単体の貸借対照表に準じております。

1.

2.
3.
4.

◆子会社等の状況

◆連結決算の概況
当連結会計年度の当組合企業グループの業績は次のとおりとなりました。
預金は	348,661百万円、貸出金は	235,470百万円となりました。
損益状況では、資金運用収益は5,478百万円、経常収益は	6,158百万円と
なりました。資金調達費用は434百万円、経費は3,113百万円となり、経
常費用は5,115百万円となりました。
また、出資1口当たりの当期純利益は43円となり、1口当たりの純資産額
は1,147円14銭となりました。

[ 損益計算書注記事項 ]
子会社との取引による収益総額　  1 百万円  
子会社との取引による費用総額　17 百万円
出資 1 口当たり当期純利益　43 円
その他会計処理については、親組合の損益計算書に準じております。

1.

2.
3.

◆連結損益計算書 （単位 : 千円）

会 社 名
所 在 地
主 要 業 務 内 容
設 立 年 月 日
資 本 金
当 組 合 出 資 比 率

株式会社		信栄
広島市中区富士見町 1番 17号
事務代行・損害保険代理業
昭和 47年 1月 27日
10百万円
100%

連結される子会社等

（連結）

当組合および子会社等の概況

））

科　目 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

預 金 利 息
その他の支払利息

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用

貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
その他の経常費用

	
経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税金等調整前当期純利益
法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

5,885,022
5,370,160
4,911,713

116,197
311,674
30,574
421,496
22,490
70,875

ー
23,179

10
47,685

4,851,966
455,690
453,465

2,224
294,742

47
3,122,828
978,657
404,140
355,193
219,323

1,033,055

2
2

14,219
1,220

12,998

1,018,838
327,874
53,420
381,295

ー
637,543

6,158,126
5,478,951
5,013,522

113,224
289,852
62,352
426,505
35,764
216,905
158,287
20,670

407
37,539

5,115,669
434,351
431,946

2,404
294,492

11
3,113,386
1,273,428

ー
1,052,554

220,873

1,042,456

0
0

4,092
4,092

ー

1,038,364
423,479

△ 44,309
379,169

ー
659,195
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科　目 令和2年度 令和3年度

資本剰余金期首残高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 増 加 高

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

　 そ　　 の　　 他

利 益 剰 余 金 減 少 高

　 配     当     金

自己優先出資消却額

　 そ　　 の　　 他

利益剰余金期末残高

28,372

ー

ー

28,372

7,486,859

637,543

637,543

ー

190,102

190,102

ー

ー

7,934,300

28,372

ー

ー

28,372

7,938,815

659,195

659,195

ー

191,032

191,032

ー

ー

8,406,979

◆連結セグメント情報
連結会社は、金融業務のほかに一部で、不動産管理業務、
事務代行業務などの事業を営んでおります。それらの事業
の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業のセ
グメント情報は記載しておりません。

◆連結剰余金計算書 （単位 : 千円）

◆連結財務諸表の作成方針

[連結剰余金計算書注記事項 ]
連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

1. 連結の範囲に関する事項
　（1）連結子会社  1 社    
　　　株式会社  信栄
2. 持分法の適用に関する事項
　（1）持分法適用の非連結子会社および関連会社
　　　該当ありません。
　（2）持分法非適用の非連結子会社および関連会社
　　　該当ありません。
3. 連結子会社の事業年度に関する事項  
　 連結子会社の決算日は、次のとおりです。  
　　　3 月末日    
4. 連結調整勘定の償却に関する事項   
　　　該当ありません。
5. 剰余金処分項目等の取扱に関する事項
　　　連結剰余金計算書は、連結会計期間において
　　　確定した利益処分に基づいて作成しております。

◆連結協金法開示債権（リスク管理債権）および金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位 : 百万円）

当組合および子会社等の概況

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。

「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（１及び２に掲げるものを除く。）です。
「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。

「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。
「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び
利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第 2 条第 3 項）によるものに限る。）
貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っ
ている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。
金額は決算後（償却後）の計数です。なお資産の自己査定により「実質破綻先」及び「破綻先」と判断した先のⅣ分類（1,962 百万円）について、部分直
接償却を実施しております。

1.

2.

3.
4.
5.

6.
7.
8.
9.

10.

（ 注 ）
　

区　　分 年　　度 残 高
(A)

担保・保証額
（B）

貸 倒 引 当 金
（C）

保 全 率
（B+C）/（A）

引 当 率
C/（A–B）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和2年度 1,122 990 132 100.00% 100.00%
令和3年度 1,423 1,279 143 100.00% 100.00%

危 険 債 権
令和2年度 5,149 1,724 2,054 73.39% 60.00%
令和3年度 4,419 1,568 1,710 74.19% 60.00%

要 管 理 債 権
令和2年度 5,282 1,640 572 41.87% 15.70%
令和3年度 6,255 1,830 834 42.61% 18.86%

三月以上延滞債権
令和2年度 395 93 42 34.43% 14.17%
令和3年度 30 17 4 71.39% 31.81%

貸出条件緩和債権
令和2年度 4,887 1,546 529 42.48% 15.84%
令和3年度 6,224 1,812 830 42.47% 18.83%

小 　 　 計
令和2年度 11,555 4,355 2,759 61.57% 38.32%
令和3年度 12,098 4,678 2,689 60.90% 36.24%

正 常 債 権
令和2年度 213,061
令和3年度 223,549

合 　 　 計
令和2年度 224,616
令和3年度 235,648
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自己資本の充実の状況について 連結

Ⅰ . 自己資本の構成に関する事項
項　　目 令和 2年度 令和 3年度

コア資本に係る基礎項目（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 15,650 16,113

うち、出資金及び資本剰余金の額 7,901 7,896

うち、利益剰余金の額 7,938 8,407

うち、外部流出予定額（△） 190 191

うち、上記以外に該当するものの額 ー ー

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,587 1,733

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,587 1,733

うち、適格引当金コア資本算入額 ー ー

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額 150 100

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 17,387 17,946

コア資本に係る調整項目（２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 97 76

うち、のれんに係るものの額 ー ー

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 97 76

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ー ー

適格引当金不足額 ー ー

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ー ー

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ー ー

前払年金費用の額 ー ー

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ー ー

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ー ー

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ー ー

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 ー ー

特定項目に係る10％基準超過額 ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ー ー

特定項目に係る15％基準超過額 ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ー ー

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 97 76

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 17,290 17,870

リスク・アセット等（３）

信用リスク・アセットの額の合計額 197,536 208,273

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 1,111 1,111

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） ー ー

うち、繰延税金資産 ー ー

うち、前払年金費用 ー ー

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ー ー

うち、上記以外に該当するものの額 1,111 1,111

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 9,270 9,584

信用リスク・アセット調整額 ー ー

オペレーショナル・リスク相当額調整額 ー ー

リスク・アセットの額の合計額 （ニ） 206,806 217,858

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.36% 8.20%

（単位 : 百万円）

（注）1.

2.

「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己
資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を算出しております。

「うち、一般貸倒引当金コア資本算入額」には、偶発損失引当金のうち、一般貸倒引当金に準じるものを含んでおります。
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日
付22.6/3 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

資
料
編

自己資本の充実の状況について 連結

Ⅱ . 定量的な開示事項
◆自己資本の充実度に関する事項 （単位 : 百万円）

令和2年度 令和3年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ . 信 用 リ ス ク・ア セ ット 、所 要 自 己 資 本 の 額 合 計 197,536 7,901 208,273 8,330

① 標準的手法が適用される
ポートフォリオごとのエクスポージャー 195,944 7,837 206,293 8,251

i ソ ブ リ ン 向 け 963 38 891 35

ii 金 融 機 関 向 け 17,618 704 17,742 709

iii 法 人 等 向 け 50,435 2,017 54,476 2,179

iv 中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け 40,055 1,602 41,849 1,673

v 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 8,858 354 9,209 368

vi 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 59,551 2,382 64,798 2,591

vii 三 月 以 上 延 滞 等 1,602 64 1,267 50

viii 出 資 等 33 1 31 1

出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 33 1 31 1

重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー

ⅸ
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

ー ー ー ー

ⅹ
信用協同組合連合会の対象普通出資等であって
コア資本にかかる調整項目の額に算入されなかっ
た部分に係るエクスポージャー

1,074 42 1,074 42

ⅺ そ の 他 15,750 630 14,952 598

② 証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 479 19 869 34

ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 479 19 869 34

マ ン デ ー ト 方 式 ー ー ー ー

蓋 然 性 方 式 （ 2 5 0 ％ ） ー ー ー ー

蓋 然 性 方 式 （ 4 0 0 ％ ） ー ー ー ー

フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 （ 1 2 5 0 ％ ） ー ー ー ー

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 1,111 44 1,111 44

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー
ジャーにかかる経過措置によりリスク・アセットの額に算
入されなかったものの額

ー ー ー ー

⑥ CVA リ ス ク 相 当 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額 ー ー ー ー

⑦ 中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー ー ー

ロ . オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 9,270 370 9,584 383

ハ .　総 所 要 自 己 資 本 額 （ イ + ロ ） 206,806 8,272 217,858 8,714

所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額です。
「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以
外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーおよび「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融
商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

「その他」とは、（ⅰ）～（ⅶ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には、有形固定資産、無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
当組合は、オペレーショナル・リスクについて基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉        

（ 注 ）

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数 ÷8%

連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×４％7.

1.
2.
3.

4.

5.
6.

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
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日
付22.6/10
作
業
者
渡辺

資
料
編

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く） 連結

◆信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高〈業種別および残存期間別〉 （単位 : 百万円）

エクスポージャー
区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメントおよび
その他のデリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債　券 デリバティブ取引 その他

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

国 内 373,867 375,970 224,516 235,547 43,428 41,687 ー ー 105,923 98,736 1,410 1,266

国 外 2,124 1,913 ー ー 2,124 1,913 ー ー ー ー ー ー

地 域 別 合 計 375,991 377,884 224,516 235,547 45,552 43,601 ー ー 105,923 98,736 1,410 1,266

製 造 業 16,379 16,882 11,674 11,887 4,705 4,994 ー ー ー ー 20 48

農 業 　 、 林 業 234 222 234 222 ー ー ー ー ー ー 1 ー

漁 業 124 126 124 126 ー ー ー ー ー ー ー ー

鉱業 、採石業 、砂利採取業 3 1 3 1 ー ー ー ー ー ー ー ー

建 設 業 22,715 24,024 22,315 23,526 399 498 ー ー ー ー 77 115

電気 、ガス 、熱供給 、水道業 3,391 3,625 191 305 3,040 3,216 ー ー 160 103 ー ー

情 報 通 信 業 927 927 217 222 705 700 ー ー 4 4 ー ー

運 輸 業　、 郵 便 業 10,225 9,515 8,231 8,520 1,994 994 ー ー ー ー ー ー

卸 売 業　、 小 売 業 16,160 16,820 15,050 15,517 1,110 1,302 ー ー 0 0 216 86

金 融 業　、 保 険 業 105,768 97,680 3,165 3,079 6,155 5,728 ー ー 96,447 88,872 ー ー

不 動 産 業 65,582 70,989 63,383 68,613 1,734 1,622 ー ー 465 753 67 48

物 品 賃 貸 業 667 548 667 548 ー ー ー ー ー ー ー 264

学術研究、専門・技術サービス業 3,702 3,083 3,702 3,083 ー ー ー ー ー ー 51 47

宿 泊 業 5,093 4,729 5,093 4,729 ー ー ー ー ー ー ー ー

飲 食 業 4,577 4,631 4,577 4,631 ー ー ー ー ー ー 0 ー

生活関連サービス業 、娯楽業 6,308 6,355 6,208 6,255 99 99 ー ー ー ー 556 363

教 育　、 学 習 支 援 業 880 786 880 786 ー ー ー ー ー ー ー 0

医 療 　 、 福 祉 4,788 4,828 4,588 4,628 200 200 ー ー ー ー 6 ー

そ の 他 の サ ー ビ ス 8,217 9,320 8,213 9,316 ー ー ー ー 3 3 174 174

そ の 他 の 産 業 715 699 515 500 200 198 ー ー ー ー ー ー

国  ・ 地 公 体 等 26,637 25,090 1,430 1,046 25,206 24,043 ー ー ー ー ー ー

個 人 64,045 67,996 64,045 67,996 ー ー ー ー ー ー 238 117

そ の 他 8,842 8,998 ー ー ー ー ー ー 8,842 8,998 ー ー

業 種 別 合 計 375,991 377,884 224,516 235,547 45,552 43,601 ー ー 105,923 98,736 1,410 1,266

1 年 以 下 99,523 100,777 33,512 33,159 6,310 10,416 ー ー 59,701 57,201

1 年 超 3 年 以 下 49,627 43,746 9,758 13,291 12,868 7,955 ー ー 27,000 22,500

3 年 超 5 年 以 下 21,905 21,741 9,838 9,479 10,066 9,262 ー ー 2,000 3,000

5 年 超 7 年 以 下 16,191 13,570 9,337 9,145 6,853 4,425 ー ー ー ー

7 年 超 1 0 年 以 下 41,924 43,775 35,366 35,305 6,557 8,470 ー ー ー ー

10　　　 年　　　 超 129,376 138,094 126,481 135,022 2,894 3,071 ー ー ー ー

期間の定めのないもの 17,443 16,179 221 144 ー ー ー ー 17,222 16,034

残 存 期 間 別 合 計 375,991 377,884 224,516 235,547 45,552 43,601 ー ー 105,923 98,736

地域区分
業種区分
期間区分

「貸出金、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高のほか、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を
除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部または一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、
現金、預け金、投資信託、有形固定資産等の資産が含まれます。
CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

1.

2.
3.

4.
5.

（ 注 ）
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日
付22.6/10
作
業
者
渡辺

証券化エクスポージャー・出資等エクスポージャーに関する事項

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

◆リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （連結）

告示で定める
リスク・ウェイト

区分

エクスポージャーの額

令和2年度 令和3年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

0％ 5,809 38,422 4,807 38,307

10％ ー 8,831 ー 8,109

20％ 75,551 29,530 67,974 29,529

35％ ー 25,313 ー 26,316

50％ 13,271 195 13,470 125

75％ ー 52,782 ー 55,017

100％ 451 121,981 603 130,163

150％ ー 865 ー 591

250％ ー ー ー ー

1250％ ー ー ー ー

その他 ー ー ー ー

合　計 95,084 277,922 86,855 288,160

 1.  格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。   
 2.  エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
 3.  コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

◆業種別の個別貸倒引当金および貸出金償却の残高等
　（連結）

◆信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
　（連結）

◆一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高
　および期中の増減額（連結）

単体と同一です。単体と同一です。

単体と同一です。

◆証券化エクスポージャーに関する事項 （連結）
該当はございません。

◆出資等エクスポージャーに関する事項 （連結）
単体と同一です。

（単位 : 百万円）

（ 注 ）
　

連結

連結
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日
付22.6/6 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

手形小切手帳
発行手数料

約束手形帳・為替手形帳
小切手帳 
自己宛小切手

1 冊（25 枚）
1 冊（50 枚）

1 枚

550 円
880 円
550 円

集配金手数料
（注）手数料は毎月口
座振替にて引落させ
ていただきます。

月 1 〜 5 回以内
月 6 〜 10 回以内
月 11 〜 15 回以内
月 16 〜 20 回以内

　　毎　日

（週 1 回以内）
（週 2 回以内）
（週 3 回以内）
（週 4 回以内）
（組合営業日）

11,000 円
22,000 円
33,000 円
44,000 円
55,000 円

証明書
発行手数料

残高証明書・支払利息証明書
融資証明書

1 回
1 回

440 円
1,100 円

再発行手数料 キャッシュカード、ローン関連全カード、
各種通帳・証書 1 枚（再発行） 1,100 円

夜間金庫手数料 月額 3,300 円

情報開示手数料
基本事項（氏名・住所・電話番号等）
の開示、取引の有無照会 １回 1,100 円

取引履歴の開示、その他の書面発行 １回 550 円

　振込
　手数料

窓
　口

当組合本支店宛

1 万円未満
1 万円以上 5 万円未満
5 万円以上

非組合員 組合員 ATM ※1

110 円
220 円
440 円

110 円
220 円
330 円

無 料
無 料
無 料

同一店内 5 万円未満
同一店内 5 万円以上

110 円
330 円

110 円
220 円

無 料
無 料

他　行　宛

電信扱

非組合員 組合員 ATM ※1

1 万円未満
1 万円以上 5 万円未満
5 万円以上

440 円
550 円
770 円

330 円
440 円
660 円

330 円
330 円
440 円

文書扱
1 万円未満
1 万円以上 5 万円未満
5 万円以上

330 円
440 円
660 円

220 円
330 円
550 円

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ

当組合本支店宛
個人契約 法人契約

5 万円未満
5 万円以上

無料
無料

110 円
275 円

同一店内 5 万円未満
同一店内 5 万円以上

無料
無料

無料
無料

他　行　宛
個人契約 法人契約

5 万円未満 165 円 275 円

5 万円以上 275 円 550 円

CD・ATM
利用手数料

お
引
き
出
し

ご利用時間 当組合 地域提携の
信用組合 他行 セブン銀行

平
日

8:00 〜 8:45 ー ー 220 円 110 円
8:45 〜 18:00 無　料 無　料 110 円 無　料

18:00 〜 21:00 110 円 110 円 220 円 110 円

土

8:00 〜 9:00 ー ー

220 円

110 円
9:00 〜 14:00 無　料 無　料 無　料

14:00 〜 19:00 110 円 110 円 110 円19:00 〜 21:00 ー ー

日・
祝日 

8:00 〜 9:00 ー ー
220 円 110 円9:00 〜 19:00 110 円 110 円

19:00 〜 21:00 ー ー

お
預
け
入
れ

平
日

8:00 〜 8:45 ー ー 220 円 110 円
8:45 〜 18:00 無　料 無　料 110 円 無　料

18:00 〜 21:00 220 円 110 円

土

8:00 〜 9:00 ー ー

220 円

110 円
9:00 〜 14:00 無　料 無　料 無　料

14:00 〜 19:00 110 円19:00 〜 21:00 ー ー

日・
祝日 

8:00 〜 9:00 ー ー
220 円 110 円9:00 〜 19:00 無　料 無　料

19:00 〜 21:00 ー ー
※残高照会は、当組合・地域提携加盟信組サービス・他行の全ての曜日・時間帯において無料です。
※設置場所によりATM稼動時間が異なります。
※「ケンシン組合員」「年金お受け取り」「給与振込」のいずれかに加入・ご利用されている個人の皆さま

で、セブン銀行以外の他行ATMをご利用された場合には、時間外手数料を除いたご利用手数料をお
返しいたします。（1回のご利用につき110円、1か月10回までのご利用に対して翌月一括して預金口
座へ入金します。利息制限法の改正施行に伴い、他行ATMご利用時のATM利用手数料が220円から
110円に減額された場合、手数料の返戻はありません。）

※地域提携の信用組合・・・広島県信用組合・両備信用組合・備後信用組合・信用組合広島商銀

インターネット
バンキング
月額基本料

個人向け契約 法人向け契約

照会、振込振替サービスのみ 無料 1,100 円

照会、振込振替サービスおよびデータ伝送サービス ー 3,300 円

固定・変動
選択住宅ローン

固定金利再選択・固定・変動
選択住宅ローンへの変更 1 件 11,000 円

融資事務
取扱手数料

住宅ローン（一般） 1 件 55,000 円
ケンシン住宅ローン「フラット35」 1 件 55,000 円
創業支援ローン （５００万円以下） 11,000 円
創業支援ローン （５００万円超） 22,000 円
商売安定（５００万円以下） 11,000 円
商売安定（５００万円超） 22,000 円

フリーローン （ただし、「ひまわりポケッ
トフリーローン」は、手数料無料です。）

30 万円未満 1,100 円
30 万円以上 3,300 円

収益物件融資 1 件 実行金額×0.6％ + 消費税

担保事務
手数料

（1）不動産担保 新規調査・設定

① 事業性（住宅ローン以外）
　 設定金額

1 億円超
1 千万円超 1 億円以下
1 千万円以下

66,000 円
55,000 円
44,000 円

② 住宅ローン 1 件 33,000 円
（2）不動産担保 再調査・追加設定・変更・解除　 

① 事業性（住宅ローン以外） 1 件 22,000 円
② 住宅ローン 1 件 無料

（3）担保管理事務手数料
　　（有価証券・売掛債権の
　　 担保　新規設定）

1 件 5,500 円

証書貸付払込予定表再発行手数料
（ただし、貸付条件変更に伴う再発行は除きます。） 1 件 440 円

主な手数料一覧 （令和4年6月1日現在）（令和4年6月1日現在）

取立
手数料

(

割
引
・
譲
渡
担
保
手
形)(
代
金
取
立
手
数
料)

① 自店および当組合本支店を支払場所と
するもの 無料

② 自店と同一地域の他の金融機関を支払
場所とするもの（振出人が入金口座名
義と同一の場合無料）

220 円

③ -1 自店と同一地域以外の他の金融機
関を支払場所とするもの 普通 660 円

③ -2 自店と同一地域以外の他の金融機
関を支払場所とするもの 至急 880 円

視覚に障がいをお持ちでATMの利用が難しいお客さまは、窓口での振込手数料を、ATMを利用した場合の
振込手数料と同額でお取扱いいたします。窓口にお越しの際には、障害者手帳をお持ちください。
※1 ｢平日8：45〜18：00、土曜日9：00〜14：00」を除く時間帯でのご利用は、別途、時間外手数料110円が

かかります。なお、平日・土曜日が祝日の場合、「日曜日・祝日」扱いとさせていただきますので、終日、時
間外手数料110円がかかります。また、上記一覧表は「当組合キャッシュカードご利用時の手数料」で
す。他の金融機関のキャッシュカードをご利用の場合、ご負担いただく手数料が異なりますので、詳しく
はホームページでご確認ください。

貸出条件
変更手数料

①繰上返済（住宅資金、保証料一括方式提携ロー
ンを除く）　②期間延長　③返済方法の変更　
④変動金利への変更　⑤その他の条件変更

1件 11,000 円

事業性資金（証貸）の全部繰上
返済 1件

借入後3年以内　融資残高×1％+消費税
借入後5年以内　融資残高×0.8％+消費税

借入後10年以内　融資残高×0.5％+消費税
他行借入により返済　融資残高×2.0％+消費税

住宅資金の全部繰上返済 1件 固定金利期間中　50,000円+消費税
変動金利期間中　10,000円+消費税

※ 繰上完済手数料が利息制限法の上限利率より算出された金額を超えた場合、繰上完済手数料は同法の
上限利率等の手数料とします。

貸金庫手数料

本店営業部

松永支店
廿日市支店

舟入支店
熊野支店

A 種(  7.85×25.66×55.5cm)
B 種(  9.57×25.66×55.5cm)
C 種(12.88×25.66×55.5cm)
D 種(  6.30×24.60×38.3cm)
E 種(  6.30×24.60×38.3cm)※カード式
 F 種(10.00×26.00×35.0cm)※全自動

年間

4,950 円
5,940 円
6,930 円
3,960 円
5,500 円
5,940 円
5,940 円

両替手数料

両替前または両替後の枚数が多い方の
紙幣と硬貨の1日あたり合計枚数をお
取扱枚数といたします。

組合員 非組合員

（注）下記の取扱いは無料
① 新券への両替（同一金

種に限ります）
② 汚損紙幣・硬貨の交換
③記念硬貨の交換

１〜５０枚
５１〜３００枚

３０１〜５５０枚
５０１〜１,０００枚

１,００１枚〜
　　

無　料
110円
220円
330円

500枚毎に
330円追加

110円
220円
330円
440円

500枚毎に440円追加

当組合の口座
をお持ちのお
客様1〜50枚
無料

硬貨入金手数料

預金口座に硬貨をご入金
後、同日に預金口座からご
出金された場合は、両替
手数料をいただきます。

1〜500枚
501〜1,000枚

1,001枚〜
　　

無料
330円

1,000枚毎に
330円追加

無料
440円

1,000枚毎に
440円追加
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日
付22.6/6 6/8 6/15
作
業
者
渡辺 渡辺 渡辺

福山支店
●
福山東支店
●松永支店

●
●松永南支店

●東広島支店

尾道支店●
●浦崎支店

●因島支店
●因島支店因島北出張所

三原支店●

広島市
東広島市

三原市
福山市

尾道市

●可部虹山支店

安古市支店●

●本店
●
舟入支店

●
庚午支店

三篠支店●
●広島駅前支店

●皆実支店

●五日市支店

●廿日市支店

五日市北支店
●

●海田支店

●熊野支店

●西熊野支店

●呉支店

■ 広島市中区 本 部 〒730-0043　広島市中区富士見町 1 番 17 号 ℡（082）249－2111
◎ 本 店 営 業 部 〒730-0043　広島市中区富士見町 1 番 17 号 ℡（082）242－5588
◎ 舟 入 支 店 〒730-0845　広島市中区舟入川口町 5 番 20 号 ℡（082）232－5426

■ 広島市西区 三 篠 支 店 〒733-0003　広島市西区三篠町 3 丁目 6 番 12 号 ℡（082）237－3131
◎ 庚 午 支 店 〒733-0822　広島市西区庚午中 3 丁目 7 番 12 号 ℡（082）271－4301

■ 広島市南区 広 島 駅 前 支 店 〒732-0823　広島市南区猿猴橋町 6 番 23 号 ℡（082）262－2371
皆 実 支 店 〒734-0007　広島市南区皆実町 3 丁目 12 番 29 号 ℡（082）251－1243

■ 広島市安佐南区 安 古 市 支 店 〒731-0125　広島市安佐南区大町西 1 丁目 1 番 4 号 ℡（082）879－8888
■ 広島市安佐北区 可 部 虹 山 支 店 〒731-0232　広島市安佐北区亀山南 5 丁目 7 番 9 号 ℡（082）815－0022
■ 広島市佐伯区 五 日 市 支 店 〒731-5135　広島市佐伯区海老園 2 丁目 4 番 6 号 ℡（082）921－0125

◎ 五 日 市 北 支 店 〒731-5115　広島市佐伯区八幡東 1 丁目 28 番 28 号 ℡（082）928－8338
■ 廿日市市 ◎ 廿 日 市 支 店 〒738-0033　廿日市市串戸 4 丁目 9 番 53 号 ℡（0829）32－1500
■ 安芸郡 ◎ 海 田 支 店 〒736-0046　安芸郡海田町窪町 4 番 41 号 ℡（082）822－2988

◎ 熊 野 支 店 〒731-4214　安芸郡熊野町中溝 1 丁目 3 番 10 号 ℡（082）854－1141
西 熊 野 支 店 〒731-4226　安芸郡熊野町東山 4 番 1 号 ℡（082）854－3151

■ 呉市 呉 支 店 〒737-0056　呉市朝日町 2 番 19 号 ℡（0823）25－5151
■ 福山市 ◎ 福 山 支 店 〒720-0804　福山市緑町 2 番 1－1 号 ℡（084）923－3738

福 山 東 支 店 〒721-0963　福山市南手城町 2 丁目 8 番 9 号 ℡（084）931－2755
松 永 支 店 〒729-0111　福山市今津町 2 丁目 1 番 18 号 ℡（084）933－2135
松永支店松永南出張所 〒729-0114　福山市柳津町 5 丁目 1 番 38 号 ℡（084）933－5100

■ 尾道市 尾 道 支 店 〒729-0141　尾道市高須町 1263 番地の 1 ℡（0848）46－3315
◎ 因 島 支 店 〒722-2324　尾道市因島田熊町 1153 番地 ℡（0845）22－1331
◎ 因島支店因島北出張所 〒722-2211　尾道市因島中庄町 1980 番地の 3 ℡（0845）24－0114

■ 三原市 ◎ 三 原 支 店 〒723-0016　三原市宮沖 1 丁目 7 番 1 号 ℡（0848）64－8555
■ 東広島市 ◎ 東 広 島 支 店 〒739-0040　東広島市寺家駅前 6 番 4 号 ℡（082）421－6111

店舗一覧 （令和4年6月30日現在）（令和4年6月30日現在）

《ATMの稼動状況》　◎ は、土・日・祝日も稼働します。

店舗外キャッシュサービスコーナー （令和4年6月30日現在）（令和4年6月30日現在）

◎ 熊野支店フジ熊野店出張所 熊野支店熊野町商工会出張所 五日市北支店八幡出張所
庚午支店中央市場出張所 因島支店商工会議所出張所 ◎ 海田支店瀬野川出張所

◎ 舟入支店天満出張所 松永支店浦崎出張所

カード等紛失・盗難受付窓口
曜日 受付時間帯 受付先名称 受付先電話番号

平日

00：00〜08：30 キャッシュカード紛失
信組ATMセンター

フリーダイヤル
0120-195-588

08：30〜17：30 お取引店 お取引店電話番号

17：30〜24：00 キャッシュカード紛失
信組ATMセンター

フリーダイヤル
0120-195-588

土・日曜日・祝日 00：00〜24：00 キャッシュカード紛失
信組ATMセンター

フリーダイヤル
0120-195-588

フリーダイヤルが留守番電話の場合は、組合名・営業店名・お名前・口座番号・電話番号をお知らせ下さい。
カード、通帳、印鑑の紛失・盗難以外のご連絡は、キャッシュカード紛失信組ＡＴＭセンターでは受付いたしかねますので、
ご了承願います。
なお、盗難の場合には、警察にもお届け下さい。
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日
付22.6/22 6/24
作
業
者
渡辺 渡辺

福山支店
●
福山東支店
●松永支店

●
●松永支店松永南出張所

●東広島支店

尾道支店●

●因島支店
●因島支店因島北出張所

三原支店●

広島市
東広島市

三原市
福山市

尾道市

●可部虹山支店

安古市支店●

●本店
●
舟入支店

●
庚午支店

三篠支店●
●広島駅前支店

●皆実支店

●五日市支店

●廿日市支店

五日市北支店
●

●海田支店

●熊野支店

●西熊野支店

●呉支店

キャッシュカードのご利用の皆さま（個人）全員!

セブン-イレブンでの
ご利用は0円

※法人カードは利用できません

■セブン-イレブンATMご利用無料の時間帯

■残高照会は無料です
■時間外、日祝日等のご利用は110円の手数料が必要です

お引出し

ご入金

残高照会

月～金曜日

土曜日

110円 110円

110円

110円

110円

日祝日 9：00

21：00

14：00

8：00 21：008：45 18：00

8：00

0円
0円

■他の金融機関のATMご利用の場合（セブン銀行を除く）

ケンシン普通預金キャッシュカード（個人）またはローン
カード（個人）を他の金融機関ATMでご利用されて利用手
数料（時間外手数料、振込手数料を除く）を負担された場
合、1回のご利用につき110円返戻いたします。翌月一括
してご利用口座に振込致します。

（1か月10回までのご利用とさせていただきます。）

ATM手数料が無料または減額された場合、手数料の返戻
はありません。詳しくはホームページをご確認ください。 https://www.hiroshima-kenshin.co.jp

①「組合員」の皆さま
②「公的年金お受け取り」の皆さま
③「給与振込」の皆さま

限定

■残高照会は無料です
■時間外、土日祝日等のご利用は
　110円の手数料が必要です

■他の金融機関のATMご利用無料の時間帯

月～金曜日

土日祝

110円
（キャッシュバック後）

110円
（キャッシュバック後）

110円
（キャッシュバック後）

（最長）
8：00 21：008：45 18：00

0円（キャッシュバック後）

キャッシュカード利用手数料

①現金支払
②現金入金
③残高照会

利用手数料は

0円
有料となる時間帯も
ございます

キャッシュ
バック方式

利用手数料返戻1回110円

0円

ケンシンの店舗ネットワーク

※法人カードは利用できません

ゆうちょ銀行
イオン銀行もOK
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日付
22.6/9

作業者
渡
辺

ケンシン2022-表紙C

6/16
渡
辺

6/22
渡
辺


